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第１章　計画策定にあたって

１．計画策定の趣旨

●社会福祉協議会の本質と基本姿勢

　社会福祉協議会（以下、「社協」と表記します。）は、地域福祉を推進する団体として社

会福祉法第１０９条に位置づけられ、それぞれの市町村にひとつ設置を認められた、公益性

の高い民間非営利組織です。

　「社協」は、住民主体の理念に基づき、「誰もが安心して暮らすことのできる地域社会の

実現」をめざし、福祉活動の組織化、社会福祉を目的とする事業の連絡調整とともに自らも

事業を企画・実施するなど、地域福祉推進の中核的役割が求められています。　

　神栖市社会福祉協議会（以下、「本会」と表記します。）は、中立公正な立場で民間組織

としての「開拓性・即応性・柔軟性」を発揮し、市民の皆様、関係機関、行政等と手を携え、

「私たちでつくるやさしいまち」の実現に向けた取り組みを実践しています。

●社協と地域福祉活動計画

　「地域福祉活動計画」は、社協活動の本質を踏まえ、これから社協が推進すべき地域福祉

活動の「対象」「しくみづくり」「新たな事業化」を、地域において社会福祉に関わる人、

関係機関がみんなで考え、中長期的な取り組みの方向性を明らかにすることを目的とした民

間の活動・行動計画です。

　本会は、これまでに平成６年度に策定した第１次地域福祉活動計画（平成７年度～１６年

度）をはじめとし、第１次計画の後期行動計画を含め６度の計画策定を通じて、時代の変化

に合わせ様々な取り組みを創設し、見直しを図りながら進めてきました。

　第５次計画（令和２年度～令和６年度）では、「社協が展開すべき権利擁護活動」を基本

的な活動方針とし、本会の公益的な活動の更なる推進と事業継続性を担保する組織・財源の

基盤強化を計画化しました。

　第６次計画（以下、「本計画」と表記します。）においても、第５次計画の基本構想を継

承しながら、社会情勢の変化や地域の実情等に即応した取り組みを位置づける計画とします。

●神栖市地域福祉計画と本計画の関係

　神栖市が策定する「神栖市地域福祉計画（第４期。令和５年度～令和９年度）」は、地域

における福祉施策を総合的に推進していくために、福祉の各分野（高齢者、障がいのある方、

児童、健康増進等）の個別計画との整合性や連携を図り、その上位計画として社会福祉法第

１０７条に位置づけられています。

　神栖市地域福祉計画では、福祉の総合相談窓口を持つ本会との連携強化が期待されていま

す。特に生活困窮者の相談支援や成年後見制度の利用支援、障害者地域生活支援など、社会

福祉士、精神保健福祉士による専門的な相談機能の発揮と、総合的な相談支援体制の構築が
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求められています。また、ボランティア活動の相談支援や市民同士の相互支援活動、「社協

ニュース」や「社協ホームページ」、「地域ネットワーク勉強会」等の広報啓発事業の充実

が掲げられています。

　このため、本計画策定については、神栖市地域福祉計画と連動し、計画推進においても市

関係各課を始めとする関係団体等と緊密に連携・協力し取り組んでいきます。

＜神栖市の計画と神栖市社協地域福祉活動計画の関係＞

※「神栖市地域福祉計画（第４期）【令和５年３月】」より引用

神
栖
市
地
域
福
祉
計
画

神
栖
市
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
計
画
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２．第６次計画の構成、推進体制、期間

（１）計画の構成

●基本構想 「私たちでつくるやさしいまち」

様々な社会的障壁によって社会参加が困難となっている人々の生活課題に関

わり、新たな社会資源を創始することで、全ての住民が安心して暮らせるや

さしいまちの実現を目指します。

●基本目標 基本構想に沿って、基本目標を定め事業を推進します。

●実施計画 基本目標で掲げた取り組みを実際に展開する実行計画です。

（２）計画の推進体制

●計画の策定体制と進行管理

　計画を策定するために、地域福祉活動計画策定委員会を設置し、策定に必要な実態やニ

ーズの把握、問題・課題の整理及び解決策の検討等を行います。

　計画の進行管理は、各事業の展開方法・実施体制、効率性や費用対効果等を、ＰＤＣＡ

サイクルに基づき理事会等において毎年度ごとに検証し、必要に応じて方向を修正します。

（３）計画の期間

●本計画は、令和７年度から令和１１年度までの５カ年を計画期間とします。

＜本計画と関連する神栖市の各計画期間の関係＞

計画の名称

 神栖市社協地域福祉活動計画

 神栖市子ども・子育て支援事業計画

 神栖市総合計画

※「神栖市地域福祉計画（第４期）【令和５年３月】」より一部引用

 神栖市地域福祉計画
 神栖市成年後見制度利用促進計画

 神栖市高齢者福祉計画・
 介護保険事業計画

 神栖市障がい者プラン
 (障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画)

 健康かみす21プラン
 （健康増進計画・食育推進計画・ 歯科保健計画）

2023
令和５

2023
令和６

2023
令和７

2023
令和８

2023
令和９

2023
令和１０

2023
令和１１

第４期・第１期（R5～R9）

第５次（R2～） 第６次（R7～R11）

第８期 第９期（R6～R8）

第６期

第２期
第７期・第３期（R6～R8）

第２期（R2～）

第３次（R4～R8）

第３次（R5～R8）

　　3



ふれ愛プラン２０２５　　　

３．第５次地域福祉活動計画の達成度の検証

（１）基本項目(Ⅰ) 総合相談体制の充実強化

・相談援助機能の充実強化

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　地域福祉の総合相談窓口として幅広い分野の福祉課題を受け止め、本会の各種専門相

談を活用し、組織全体で重層的な相談援助を行います。

＜検証結果＞

〇コロナによる生活困窮世帯への相談が激増（生活福祉資金特例貸付等。令和２～４年度）。

〇コロナ関連には全職員で相談対応。全員で対応する体制を執ったことで職員の業務負担を

　平準化でき、職員個々の相談対応力に加え組織としての対応力も向上しました。

〇本会のコロナ特例貸付の実践（ホームページ『社協職員レポート～特例貸付の対応で再確

　認した｢社協で大切なこと｣～』)が『全社協･地域福祉部News File』で紹介されました。

〇コロナ禍にあっても「日常生活自立支援事業」「成年後見制度」「障害者福祉」に関する

　相談は継続して寄せられ、この領域での相談援助機能の重要性を再認識できました。

（ⅰ）相談内容別支援件数（窓口・電話・訪問）　 （※６年度：４－11月の実績）

実施項目 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

緊急生活支援

生活福祉資金

行旅人支援

低額診療

生活困窮者自立支援

家計改善支援事業

就労準備支援事業

生活相談(他)

日常生活自立支援

成年後見

障害相談

こころの相談

発達相談（ことばと発達の相談）

ひきこもり

高齢者相談

貸出事業

福祉教育

ボランティア相談

ファミリーサポートセンター

うぃるかみす

苦情

その他

計

346 409 333 295 289 188

275 11,937 7,051 2,248 1,477 834

7 4 2 1 3 0

396 4,608 3,568 2,104 1,470 1,085

47 41 84 82 45 13

- - - 46 46 13

- - - 64 110 124

920 1,135 1,382 1,474 1,472 832

84 48 63 98 17 20

1,788 1,311 1,553 1,508 1,607 865

511 577 481 428 432 173

259 270 376 433 164 4

149 108 78 41 75 20

657 39 13 21 14 1

78 103 75 57 66 16

177 33 109 150 225 167

38 13 9 15 9 2

1,392 804 942 - - -

475 284 330 462 451 360

0 5 3 2 2 0

468 364 468 735 590 334

8,211 22,223 17,004 10,350 8,638 5,098

144 130 84 86 74 47

7

8

9

10

11

12

1

2

3

4

5

6

19

20

21

22

13

14

15

16

17

18

4　　



　　　ふれ愛プラン２０２５

・コミュニティソーシャルワークの充実強化

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　生活課題を抱える相談者に対して、コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）が、

地域の支援者や関係機関と連携し、寄り添って支援します。

＜検証結果＞

〇市内の障害者就労支援事業所への訪問活動や状況確認を通じ、各事業所において利用者の

　特性や興味・関心に応じたサービス利用のミスマッチが一定数あることを把握できました。

〇地域ネットワーク勉強会で障害者就労支援事業をテーマに取り上げたところ「事業所間連

　携」「利用者とのマッチング」に課題、関心を持つ事業所が他にも複数あることを把握で

　き、「ミスマッチを防ぐための障害者事業所情報交換会」発足につなげられました。

〇同じく勉強会のテーマとした「大人の発達障害」についても反響が大きく多数が参加。地

　域ネットワーク勉強会が持つ、弱い立場に置かれた人のニーズ、新たに生まれた福祉課題

　を発見し社会化していく機能を発揮できました。

〇本会の中立公正なソーシャルワーク機関としての連絡調整機能の重要性を再認識できまし

　た。

・職員派遣を通じた福祉相談窓口の充実とネットワーク強化

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　神栖市全体の福祉の増進を目指し、労働者派遣事業所として相談支援業務の専門職を

派遣し、各窓口の相談機能の充実とネットワーク強化を図ります。

＜検証結果＞

〇市福祉部を中心に職員派遣を継続。各派遣先においては精神の問題を抱えた相談者への対

　応等、福祉専門職として公福祉における相談機能の強化に貢献しました。

〇派遣先の課だけでなく他課、関係機関との連携強化にも注力。さらにコロナ禍での生活困

　窮世帯への関わりを通じてその連携を深めることができました。

〇本会の行政機関等への職員派遣の取り組みが全社協広報誌『ＮＯＲＭＡ「社協情報」令和

　４年４月-５月号』に掲載されました。

（ⅰ）労働者派遣事業　　

職種及び派遣先 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 市障がい福祉課（社・精）

 市社会福祉課（社・精）

 市長寿介護課（社）

 市こども家庭課（社・精）

 ※「社」‥社会福祉士、「精」‥精神保健福祉士

1名 1名 - - - -

1名 1名 1名 1名 1名 1名

1名 1名 - - - -

1名 1名 1名 1名 1名 1名
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（２）基本項目(Ⅱ) 必要とされる各領域の生活支援システムづくり

・精神障害者、発達障害児者、ひきこもりの方等への支援活動

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　少数派故に充分な課題解決が図られていない「精神障害、発達障害、ひきこもり」領

域の支援について、さらなる充実を図ります。

＜検証結果＞

〇障害者支援の分野では支援機関同士のつながりづくりを中心に取り組みました。特に、令

　和５年３月に「ミスマッチを防ぐための障害者事業所情報交換会」を発足させ、その成果

　として「就労継続支援事業所ガイドブック」を作成することができました。

〇各支援機関との情報共有を通じ、本会の「精神障害者デイケア」「こころの相談」が、就

　労支援事業につながる前の、福祉サービスの入口の役割を持つことを確認できました。

〇障害児領域の市施策が充実し、「ことばと発達の相談室」は令和５年度をもって市へ移管

　しました。また「発達障害療育者研修」の対象を、発達障害児の支援者（保育士や幼稚園

　教諭）から、成人期の発達障害にかかわる支援者（事業所の支援者）に転換を図りました。

〇精神障害、発達障害、ひきこもりといった少数派への支援は、今後も本会が注力すべき領

　域として、中立公正な立場から関係機関との支援ネットワークづくりを継続することの重

　要性を再認識することができました。

・権利擁護関連活動の充実

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　成年後見制度に関する相談、法人後見受任事業と日常生活自立支援事業の実施体制を

強化し、市の進める成年後見制度の利用促進事業に貢献していきます。

＜検証結果＞

〇社会福祉士、精神保健福祉士国家資格を有する相談支援部門の職員全員で担当する体制を

　執ったことで、複雑な相談においても複数の職員が連携して対応していく体制を標準化す

　ることができました。

〇市内及び市近隣で権利擁護活動に取り組む社会資源の状況を確認し、本会が取り組む対象、

　支援の範囲について検証を続けました。

〇本会は後見人受任対象を「身寄りがなく資力の乏しい人々」とし、他の専門職後見人と役

　割を整理することで、市全体の後見人の担い手不足解消への貢献を目指しました。

〇神栖市成年後見制度利用促進計画が策定され、市直営の「連携協議会(中核機関)」を設置

　することが示されました。このことから、本会に期待される機能は、引き続き「身寄りが

　無く資力の乏しい人々」の後見活動を組織として展開していくことだと認識できました。
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　　　ふれ愛プラン２０２５

・生活困窮世帯への支援活動

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　景気の低迷等で生活困窮に陥った世帯の課題解決に向け、市各課や関係機関と緊密に 　

連携を図り各種施策につなげていく支援の継続を行います。

＜検証結果＞

〇コロナ禍で増加した生活困窮世帯への支援において、「給付」による直接支援を実施する

　福祉事務所と、「貸付」を通じエンパワーメントの視点に立った自立支援を展開する社協

　と、双方の役割が明確化され、制度情報を共有し連携した支援を行うことができました。

〇コロナ特例貸付（茨城県社協受託事業）は、広報紙で毎月周知するとともに、市各課と協

　力して市広報等により広く周知を図ったことで、神栖市からの申請による貸付決定実績は、

　総件数では県内第３位、人口に対する件数割合としては県内第１位となりました。

（ⅰ）生活福祉関連施策を活用した相談支援 （※６年度：４－11月の実績）

実施項目 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 生活福祉資金貸付申請(※1)

 生活福祉資金特例貸付申請(※1)

 生活福祉資金特例貸付猶予申請(※1)

 自立相談支援事業(プラン作成)(※2)

 住居確保給付金(※2)

 就労準備支援事業(※2)

 家計改善支援事業(※2)

 無料・低額診療申請

 行路人支援

 緊急生活支援事業の実施

 緊急生活支援事業寄付食品活用件数

※1 茨城県社会福祉協議会からの受託事業　※2 神栖市からの受託事業

5 6 5 4 3 1

5 3,256 1,622 224 - -

- - - 36 126 44

4 84 55 47 32 33

4 290 207 112 17 16

- - - 8 12 5

- - - 11 27 16

8 4 8 7 6 2

2 2 1 0 1 0

74 117 61 58 44 32

- 104 51 50 30 27
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ふれ愛プラン２０２５　　　

（３）基本項目(Ⅲ) 市民との協働による地域生活支援のしくみづくり

・ボランティア・目的別コミュニティづくりの応援

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　ボランティアセンター機能を充実強化し、目的別コミュニティづくりの側面的支援を 　

図ります。

＜検証結果＞

〇ボランティアセンターマガジンやホームページ等広報活動を通じて、交流サロンのＰＲ、

　及び市民のボランタリーな取り組みへの参加意識を高めるアプローチを継続したことで、

　コロナ禍にあってもボランティア登録者の減少に一定の歯止めをかけることができました。

〇高齢者・子育てサロン、当事者グループといったコミュニティ活動において、広報による

　ＰＲや寄付食材の提供等を通じて、活動の活性化に向けた側面的支援を継続しました。

〇高次脳機能障害を考える会等、当事者グループの定例会や勉強会にＣＳＷが積極的に参加

　し、地域ネットワーク勉強会を通じた課題共有活動を進めたことで、様々な支援機関との

　連携を深めることができました。

（ⅰ）交流サロンの利用状況 （※６年度：４－11月の実績）

実施項目 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 打合せスペース利用延べ人数

 ロッカー貸出団体数 ※総数44 

 コピーカード貸出団体数

 掲示板･資料ラック利用件数

 パソコン利用件数

（ⅱ）ボランティア活動登録者数 （※６年度：４－11月の実績）

内容 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 団体登録（組）

 団体加入延人数

 個人登録

登録者合計

1,354 547 518 920 825 797

26 25 25 24 24 24

30 29 29 27 26 30

47 23 34 20 24 21

28 16 12 20 6 8

87 72 63 60 62 62

1,968 1,384 1,123 1,133 1,163 1,144

44 33 26 26 55 49

2,012 1,417 1,149 1,159 1,218 1,193
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　　　ふれ愛プラン２０２５

・市民活動による助け合い・災害時支援活動の推進

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　住民参加により福祉課題を直接解決するための基盤強化、災害ボランティア受け入れ 　

体制の整備の充実を図ります。

＜検証結果＞

〇市民相互の助け合い活動として受託運営していた「ファミリーサポートセンター」は、市

　の施策充実に合わせ事業を市へ引き継ぎました。（令和３年度をもって受託終了）

〇住民参加型在宅福祉サービス「うぃるかみす」は、協力会員の研修や情報共有の交流会な

　どを継続しました。今後も主に高齢者分野での公的制度で賄えない層への支援活動として、

　住民参加により担える範囲で事業を継続していく必要性を確認できました。

〇市民や企業、団体等が参加できる助け合い活動として、「もったいないを橋渡しプロジェ

　クト」を開始（令和４年度）し、寄付食品がこども食堂や高齢者サロン活動等で有効に活

　用されることを応援（橋渡し）する仕組みを作ることができました。

〇被災地社協の災害ボランティアセンター運営支援のため本会職員を積極的に派遣し、被災

　地の課題や運営の方法論を学ぶことができました。これらの協力活動を通じて、本市で災

　害が発生した際、市地域防災計画に基づきボランティア活動の必要性を市災害対策本部に

　確認しつつ災害ボランティアセンターを開設していくことの重要性を再認識できました。

（ⅰ）災害ボランティアセンター運営支援のための派遣実績（第５次計画期間中）

災害の名称 派遣先(被災地) 人数

 令和元年台風15号  千葉県鴨川市

 　　〃　台風19号  茨城県常陸太田市

 令和４年台風15号  静岡県静岡市

 令和５年台風2号  茨城県取手市

 　　〃　台風13号  茨城県日立市

 令和６年能登半島地震  石川県珠洲市

 　　　　〃  石川県輪島市

（ⅱ）もったいないを橋渡しプロジェクト （※６年度：４－11月の実績）

内容 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 善意銀行（kg）

 きずなＢＯＸ（kg）

受入合計（kg）

 払出先の登録施設・団体

 施設・団体へ払出件数

 施設・団体への払出重量（kg）

 生活困窮世帯への活用（kg）

払出合計（kg）

派遣期間(派遣日数)

 R01.10.02～10.11（ 9日間） 2人

－ － 201.0 249.1 87.3

食
品

受
入

 R01.10.16～11.04（17日間） 9人

 R04.11.11～11.15（ 5日間） 1人

 R05.06.30～07.02（ 7日間） 2人

 R05.09.13～09.19（10日間） 3人

 R06.01.24～01.30（ 7日間） 1人

 R06.05.18～05.24（ 7日間） 1人

－ － － 1,301.0 975.6 976.7

－ － 75 69 24

－ － － 1,176.0

－

－ 276.3 102.3 140.5

－ － － 1,452.3 1,073.6 866.4

－ － － 1,502.0 1,224.7 1,064.0

－ － － 19 21 23

－
食
品
払
出

971.3 725.9

－ －
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ふれ愛プラン２０２５　　　

・福祉教育支援活動の充実

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　福祉の理解を促進するプログラムを開発します。また、協力者を開拓し、各年代層へ

の福祉教育支援活動の推進を図ります。

＜検証結果＞

〇小学生、社会人を対象に、各年代ごとに福祉への理解を深めるプログラムを用意して「福

　祉教育出前講座」を実施し、受講者のノーマライゼーション社会実現の大切さについての

　理解を進めることができました。

〇福祉教育サポーター養成講座を通じて多くの協力者の登録を得、本会との協働による出前

　講座を定着させることができました。

〇「高校生の進路アシストカレッジ」はコロナ禍で令和２年度は中止を余儀なくされました

　が、翌年はオンライン形式で展開したことで、新たな開催手法、個別・少人数制による細

　かい研修需要への対応など、多様な可能性があることを確認できました。

（ⅰ）福祉教育出前講座の推進 (延人数) （※６年度：４－11月の実績）

団体の種別 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 小学校 実施回数

体験延人数

 専門学校・事業所 実施回数

体験延人数

計(体験延人数)

（ⅱ）高校生の進路アシストカレッジの開催

実施項目 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 実習受入機関

 医療・保健機関

 保育機関

 高齢者施設

 障害者施設

 修了者数 （高校別）

1,851 251 57 1,430 1,031 1,245

44 4 1 20 18 19

1 1 3

18

中止
ｵﾝﾗｲﾝ
形式

ｵﾝﾗｲﾝ
形式

22 11

5 5 4

7 8 4

3 2

17 12 6 6 7

1

3 7 2

1,851

15 35 53

251 42 1,395 978 1,245
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　　　ふれ愛プラン２０２５

（４）基本項目(Ⅳ)事業推進のための組織体制の発展・強化

・事業を支える財政基盤の強化

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　広報紙やホームページ等を通じて社協の役割や活動を積極的に広報することで社協活 　

動への理解者を増やし、もって会費及び寄付金の増収につなげます。

＜検証結果＞

〇ホームページの全面リニューアルを実施（令和３年１１月）。スマートフォン用ページも

　開設しアクセシビリティ向上を図りました。

〇ホームページへのアクセス数は増加。市内事業所へ設置した社協募金箱に寄せられる寄付

　金も年々増えています。

〇社協一般会費、特別会費は、区長を通じた各地区への依頼のため、地区加入率の低下に比

　例し実績の減少を余儀なくされました。

〇地区加入率が３４．７％（令和６年４月１日）となったことから、地区加入世帯への依頼

　を中心とする集金方法のみならず、会員制度全体のあり方も含め根本から検証すべき時期

　にあることが明確になりました。

（ⅰ）ホームページの運用状況 （単位:件。６年度：４－11月の実績）

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 新規記事掲載数

 アクセス数

（ⅱ）寄付金の状況 （単位:円。６年度：４－11月の実績）

寄付金の種類 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 一般寄付金

 一般寄付金(募金箱)

 指定寄付金

計

（ⅲ）社協会費の状況 （単位:円。６年度：４－11月の実績）

会費の種類 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 一般会費

 特別会費

 法人会費

 団体会費

計

（ⅳ）神栖市の世帯数及び自治会（地区）加入率の推移（4月1日現在）

平成25年 平成30年 令和３年 令和４年 令和５年

 市世帯数

 自治会（地区）加入率

※神栖市ホームページ「神栖市の人口と世帯数の推移」、神栖市行政委員連絡協議会「地区活動事例集」より引用

61.1% 49.5% 41.8% 38.8% 36.9% 

2,301,391 2,358,848 1,864,479 1,915,276 1,815,596 2,190,687

37,323 40,809 42,949 43,104 43,611

11,313,000

50,000 73,000 70,000 57,000 36,000 27,000

3,200,000 3,300,000 3,340,000 3,380,000 3,320,000 3,470,000

298,839 228,272 59,337 43,710 309,151 1,130,415

26,000 36,000 17,000 21,000 27,000 21,000

14,098,000 13,975,500 13,495,000 12,680,300 11,984,000

20,735 25,170 54,864 144,263 186,593 144,872

10,822,000 10,566,500 10,068,000 9,222,300 8,601,000 7,795,000

1,755,901 1,873,460 1,499,294 1,531,770 1,126,827 686,293

246,651 257,116 305,848 339,796 379,618 373,979

352 292 268 271 270 172
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ふれ愛プラン２０２５　　　

・住民ニーズに合致した業務体制の構築

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　中立公正な福祉の専門相談機関として、住民の困りごとに向き合える業務体制の構築

を図ります。

＜検証結果＞

〇社会福祉士、精神保健福祉士国家資格を保有する職員の割合が８割を超えたことで、相談

　支援部門では担当者を固定せず組織で、複数の相談・業務に同時対応できる体制が可能に

　なりました。

〇この体制はコロナ禍で増加した相談への対応時においても有効に機能し、ソーシャルワー

　カーの「同一業務同一対応」というスタイルが適切な地域福祉相談機関の基盤となること

　を再確認できました。

〇同一業務同一対応を進める中で、チームとしての業務遂行、そのための職員間の情報共有

　の意識が高まり、組織力の強化と職員個々の業務遂行力の向上につながりました。

〇職員の育成及び業務遂行力向上に向けた個別育成面談（年２回）は、令和６年度から開始

　した人事評価制度の導入に効果的に機能しました。

（ⅰ）事務局正職員の国家資格取得状況（７月１日時点の有資格者数）

資格種別 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 正職員数

 社会福祉士

 精神保健福祉士

・時代に即応した組織の強化

 ＜第５次計画に掲げた重点項目(概要)＞

　基本目標に掲げた各取り組みを着実に展開していくために必要な組織体制の強化、及

び環境整備を図ります。

＜検証結果＞

〇中立公正さを最優先に掲げ、福祉相談を取り組みの中核とした組織への転換に合わせ、事

　務局規模の適正化を進め、概ね達成を図ることができました。

〇役員体制についても適正化を進め、、評議員の構成・人数の見直し（令和３年度。40人か

　ら31人に）を実施することができました。

〇財政面においても、規模適正化の観点から、福祉活動基金の計画的活用（令和２、３年度）

　を行うことで、市への助成金要望額を最小限にとどめ、市の財政負担軽減に貢献しました。

〇業務のＩＣＴ化（令和４年度にグループウェア導入等）を進め、事務局内の情報伝達・共

　有及び業務効率化に向けた環境整備を図りました。

16名 17名 16名 14名 14名 13名

13名 13名 13名 13名 14名 13名

18名 19名 19名 18名 17名 16名
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　　　ふれ愛プラン２０２５

（５）総括～法人化からこれまでの総括と第６次地域福祉活動計画策定に向けた考え方～

●神栖市社協の変化

　神栖市社協は、法人化から39年「社協とは何か」を追い続けてきました。

　1993（平成５）年にスタートさせた地域福祉活動計画策定作業と、その２年後に受託展開

した「ふれあいのまちづくり事業」は、社協による福祉の総合相談機能の重要性と問題解決

機能の開発・提供(直接サービスの実施)の必要性を学ぶ貴重な期間でした。

　2000（平成12）年に、社会福祉基礎構造改革を具現化した公的介護保険制度がスタートし

福祉サービスが市場化されました。神栖市社協はその時を起点として大きく変化しました。

公正中立な立場を常に求められる公益法人として、契約型サービスは市内の需給バランスを

毎年確認し縮小・撤退していく方針を役職員で共有し計画化しました。

　2019（令和元）年には、障害支援計画を除く全ての契約型サービスの撤退を実現し、公益

法人としての中立性を確保することができ、併せて組織も総職員数23名と活動展開範囲に合

わせたサイズへとスリム化を図ることができました。

　神栖市社協は現代福祉の基本理念である「ノーマライゼーションとエンパワーメント」を

堅持しつつ、社会変化に順応していくため、神栖市に必要な社協のスタイルを「ソーシャル

ワークのプロ集団」となって社会福祉の向上に貢献するといった方向に舵をきりました。

●「拠って立つものを持つ」

　神栖市社協が大事にしてきたことは「拠って立つものを持つ」ということです。

　社協は社会的に弱い立場に置かれた少数派の人々の相談を受け、課題解決の見込める社会

資源を提供できなければなりません。使いにくい社会資源は実情を示して改善をお願いし、

無ければ自ら開発していくといったソーシャルワーク機関としての役割を常に求められます。

併せてひとり一人のソーシャルワーカーには説得力ある態度が不可欠となります。

　これらを可能とするため、職員には専門職のモラルとして国家資格取得を義務付けました。

　ソーシャルワークの「価値」を基盤に「知識」と「技術」をしっかりと身につけ、福祉専

門職として全ての職員が社会福祉士の倫理綱領及び精神保健福祉士の倫理綱領に拠って立ち、

社会と関わることこそが実践の正義を見失わないことに繋がるからです。

　社協として「神栖市の社会福祉の向上に貢献できることを増やすために、全職員が国家資

格を持つ」。この方向性をルール化したことによって、精神障害者の社会参加支援、発達障

害児者支援や引きこもり家族支援、福祉後見サポートセンターの創設や福祉事務所関係課へ

の職員派遣を実現することができました。

　これからも、地域福祉を中立公正な立場で進める社会福祉士・精神保健福祉士としての実

践を社協活動のベースにしていくことが神栖市における社協に求められた活動スタイルであ

ることを確認できました。
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●機能として見られる時代

　常に忘れてはならないことは、社協が地域福祉推進の中核機関として神栖市の社会福祉全

体をアセスメントし「何が満たされていて何が不足しているのか、不足している内容で公益

法人である社協が取り組むべきことは何か」を明確化して実践し、市民と行政から理解を得

るということです。

　暮らしにくさを抱えた少数派の人々の代弁機能を果たし、公的制度がより利用しやすくな

るような調整や提案をしたり、これまで無かった社会資源を先駆的に企画・提供したりする

ことで地域福祉の底上げを図っていくことこそ社協活動の最重要活動といえます。

　これからの社協はよりシビアに「機能」が評価されます。その取り組みは、神栖市の地域

福祉にどういった「価値」を提供できたかが問われ、その成果によって市民からの会費・寄

付金や市からの助成金等が変動していくことは避けられない状況にあります。

　したがって、神栖市社協が本当にやるべきことをそれぞれの職員が意識し、それを集めて

計画化し実践していくことが重要となります。

　今後も長期に渡って緊縮財政が進行すると予測される中、社協だからこそできる、社協に

しかできないというものを持っているか、持っていないかによって将来が大きく左右すると

考えられます。

●神栖市に必要な社会福祉協議会の在り方

　市町村社協法制化（1983年）から42年の月日が流れ、社協を取り巻く環境も社協自体も大

きく様変わりしました。全国に1800を超えて存在する社会福祉協議会には1800通りのサイズ・

スタイル・色合いがあり、どのようなあり方が「社協」と呼ぶにふさわしいか？などはもは

や無意味な問いかけと言っても過言ではない状況にあります。

　少子超高齢社会、人口減少、長期経済低迷、自然災害多発、終わりの見えない海外での戦

争・紛争など、私たちの暮らしに影響のある社会問題は上げ出したらキリがない程大きな波

となって押し寄せてきています。このような現実の中で神栖市社協は、日々の実践を通じて

社協活動の妥当性や的確性について評価を受けなければなりません。

　日々その充実度合いを増す神栖市の福祉政策の中にあっても、少数派故に声を上げにくい、

サービスが無いなど、公的福祉では及ばない領域で生活課題を抱えて困っている少数派の人

々が存在しています。この社会的に弱い立場に置かれた人々への支援活動こそが神栖市にお

ける社協活動の柱と言えます。つまり神栖市社協の今日的役割は、神栖市の進める福祉政策

を補完し適切な社会福祉の実現に貢献することです。

　これからも他機関との連携をもとに、社協として担うべき活動範囲を見失うことなく神栖

市民から信頼され頼られるよう、「社協だからこそ・社協にしかできない取り組み」を追求

し、神栖市の地域福祉の前進に貢献していきます。

　以上のことから、第６次計画では、本会の取り組みの根幹である「権利擁護活動」を中心

に、今後５年間の基本目標を定め、各目標ごとの事業展開を明きらかにしていきます。
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第２章 「私たちでつくるやさしいまち」の実現に向けた取り組み

１．第６次計画　基本構想

●本計画は、第５次計画の基本構想「私たちでつくるやさしいまち」を継承しつつ、各取り

　組みの更なる充実・強化を図ります。

●様々な社会的障壁によって社会参加が困難となっている人々の生活課題に関わり、新たな

　社会資源を創始することで、全ての住民が安心して暮らせるやさしいまちの実現を目指し

　ます。

２．第６次計画　基本目標

●本計画では、基本構想に沿って基本目標を体系化し、本会活動の基本姿勢（平成２２年制

　定）に基づいて各事業を推進していきます。

　 ＜第６次計画の体系図＞

【基本目標Ⅰ】総合相談体制の充実強化 　

（１）相談支援の充実強化 　

（２）ソーシャルワーク活動の充実強化 　

　

【基本目標Ⅱ】包括的権利擁護支援活動の推進と 　

必要とされる各領域別支援活動の充実

（１）福祉後見サポートセンターかみすの機能強化 　

（２）必要とされる各領域への支援活動の充実 　

　
　

【基本目標Ⅲ】市民との協働による福祉活動の充実 　

（１）ボランティア活動・福祉教育の充実 　

（２）市民、企業、団体との協働による相互扶助の充実 　

　

【基本目標Ⅳ】事業推進を図る組織体制の充実強化 　

（１）組織体制の強化 　

（２）財政・業務基盤の強化 　

基
本
構
想
『
私
た
ち
で
つ
く
る
や
さ
し
い
ま
ち
』

重点項目

重点項目

重点項目

重点項目
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＜神栖市社会福祉協議会活動の基本姿勢＞

１．社協の「唯一無二性」の発揮

　他の機関や団体では実施しにくい、又はできない少数派故に社会化されていない

分野の人々の生活課題に関わり、地域住民や行政と共にその解決のために「必要と

される取り組みを進める」ことが本会活動の根幹であり、社協の「唯一無二性」で

ある。

２．新たな福祉ニーズへの迅速な対応

　急激な高齢化や家族構造の大きな変化に伴って出現する新たな福祉ニーズに、迅

速にフレキシブルに応えていくという、特徴的な役割を最大限発揮していくことで

地域福祉の充実に貢献する。

３．新たな分野への先駆的事業展開

　これから必要性の高まりが予測され、さらにその課題への対応機関・サービスが

無い、もしくは生まれにくい分野への取り組みを先駆的に展開し、住民生活の「生

活安心感」の高まりに貢献する。

４．新たな社会資源の創設

　住民の生活課題とその解決策（社会資源）との関係の中で、生活課題を抱えた人

々が少数派であるために、他の多くの住民が社会的課題であることに気づいていな

い問題を広く正しく伝えることを繰り返し、新たな社会資源の創設に貢献する。

５．他機関や市内で活動する福祉専門職の応援

　社会資源のメニューとしては存在するものの、本来的な機能やその特徴を様々な

理由により発揮できていないでいる状況に関わり、本来機能を発揮出来るよう他機

関や専門職を支援し、社会資源の質的向上に貢献する。

６．使い勝手の良い福祉総合相談機関としての役割発揮

　様々な機関・団体とのつながりを強化し「どこに相談したらいいかわからなくて

も社協に問いあわせれば適切な解決機関につないでくれる」と、住民にとって使い

勝手の良い福祉総合相談窓口としての役割発揮により地域ケアシステム構築に貢献

する。

７．専門職集団としての信頼を得られる活動

　１から６の取り組みを起動させ、実践していくために必要な準備・努力を全職員

が実行し、住民、他団体・機関、行政等から市内唯一の中立公正な専門職組織とし

ての信頼を得られる活動を通じて、本市の地域福祉の向上に貢献する。 

（平成22年３月。第３次地域福祉活動計画策定委員会の協議を経て制定）
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　　　ふれ愛プラン２０２５

３．第６次計画　実施計画

【基本目標Ⅰ】総合相談体制の充実強化

 　地域福祉の総合相談窓口としてどのような相談にも適切に応じられるよう、生活課 　

題の発見から解決に至るまで、全ての相談に対して社会福祉士・精神保健福祉士の専 　

門職が対応します。 　

●重点項目（１）相談支援の充実強化

〇全職員が社会福祉士・精神保健福祉士国家資格保持を標準とし、どのような相談に対し

　ても組織全体で応じることができる「同一業務同一対応」を実践します。　

〇市内外の相談機関や支援者と日々連携し、双方に顔が見える関係性を構築することによ

　り、高齢者や障害者世帯における権利擁護の課題、物価高騰による経済的問題など複雑

　な相談に対し迅速な解決が図れるよう、適切な制度やサービス利用へつなぎます。

＜実施計画＞

① より充実した相談支援体制の強化

・上記「同一業務同一対応」を実現するため、社会福祉士、精神保健福祉士の国家資格保

　有者を標準職員とするスタイルを堅持します。

・職員間の事例検討会を毎月１回以上開催し、相談ケースのニーズ分析、継続対応ケース

　の情報共有などから潜在的なニーズの発見、必要な専門相談等の事業化を進めます。

② 他機関との意見交換・情報共有の充実

・複合的な課題を抱える世帯に関する調整会議や検討会議等の開催あるいは他機関の主催

　する会議への参加を積極的に行い、課題解決に向けた連絡・調整がスムーズに図られる

　ように働きかけます。　

・地域の身近な相談窓口である民生委員をはじめ、保護司や女性総合相談、地域包括支援

　センター、障害者計画相談支援事業所、市民協働課で実施する困りごと相談といった様

　々な領域で相談支援活動を実践する機関との意見交換・情報共有の場を確保します。

・福祉関係各課及び市民協働課など関係する部署が展開する事業や新たな制度・施策など

　の情報を適時収集し、常に情報のアップデートを図ります。

　　17



ふれ愛プラン２０２５　　　

女性相談員へ事
業説明

→ →

行政関係課との
情報共有

→ → → →

４年次 ５年次

→ → →

障害者計画相談
事業所連絡会に
て事業説明

→ → → →

→ →

 Ⅰ－(１)－②
 他機関との意見交
 換・情報共有の充
 実

ケース会議の開
催・参加

→ →

民児協へ事業説
明

→

 Ⅰ－(１)－①
 より充実した相談
 支援体制の強化

社会福祉士・精
神保健福祉士に
よる相談支援

→ →

事例検討会の実
施（月1回）

→
新規専門相談事
業の実施

実施計画
１年次 ２年次 ３年次

ケアマネジャー
定例会にて事業
説明

→

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

→ →

令和11年度

→ →

→ → →

保護司会へ事業
説明

→ → →
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●重点項目（２）ソーシャルワーク活動の充実強化

〇公的福祉では及ばない、制度の狭間にある福祉課題に対して、市内の状況やニーズを把

　握する機会を確保し、課題解決に向けた取り組みを新たに企画し、実践に移します。　

〇令和４年度に発足した「ミスマッチを防ぐための障害者就労支援事業所情報交換会」に

　おいてサービス種別ごとの情報交換や課題を共有する場を設けたことで、市内の事業所

　間連携が向上し連帯感の高まりにつながったことから、他サービスにおいてもその取り

　組みを広げます。　

＜実施計画＞

① 福祉課題の把握と事業化

・依然として社会資源が不足する精神障害や発達障害、ひきこもり、権利擁護の課題を主

　に地域ネットワーク勉強会等を開催し、関係機関との連携による支援ネットワーク構築

　を進めます。

・総合相談に寄せられた内容から、社会資源が不足し生活苦にある人々の課題を明確化す

　るため、地域ネットワーク勉強会等でその実態を確認し、新たな事業展開につなげます。

② 社会資源の連携・組織化の促進

・市内の障害者グループホームや放課後等デイサービス事業所の組織化に向けて情報交換

　会等を企画・実施します。　

→ → →

放課後等デイ
サービス訪問・
ニーズ調査

放課後等デイ
サービス意見交
換会の実施

→

→ →

 Ⅰ－（２）－②
 社会資源の連携・
 組織化の促進

就労支援事業所
情報交換会の定
期開催

→ → → →

グループホーム
訪問・ニーズ調
査

グループホーム
意見交換会の実
施

令和11年度

 Ⅰ－（２）－①
 福祉課題の把握と
 事業化

地域ネットワーク
勉強会開催

→ → → →

必要な社会資源
の組織化・事業
化

→ →

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

令和８年度 令和９年度 令和10年度令和７年度
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【基本目標Ⅱ】包括的権利擁護支援活動の推進と

必要とされる各領域別支援活動の充実

 　高齢者や障害者の権利擁護支援、精神障害者・発達障害者・ひきこもり状態にある 　

方の支援など、制度や社会資源が十分に整っていない領域の支援体制を強化します。 　

●重点項目（１）福祉後見サポートセンターかみすの機能強化

〇支援対象者の増加が今後も見込まれる日常生活自立支援事業と、判断能力が不十分な方

　の権利を法律的に守る成年後見制度による法人後見受任事業を一体的に取り組みます。

〇権利擁護対象者に関わる各専門職（ケアマネジャー、施設職員等）への、関係制度の理

　解促進に努めます。

＜実施計画＞

①福祉後見サポートセンターかみすの体制強化

・日常生活自立支援事業（茨城県社協受託事業）と成年後見制度による法人後見受任事業

　は、本会対象者の範囲を関係機関に正しく理解してもらえるよう、事例検討会、ケース

　カンファレンス等を通じて、各種取り組みの共通理解を図ります。

・日常生活自立支援事業や成年後見制度による法人後見受任事業の利用を希望する方が躊

　躇なく円滑に利用できる環境を整えるため、市の設置する中核機関との連携を進めます。

②権利擁護事業の理解・促進

・行政、民生委員、地域包括支援センターなどが参加する会議に出席し、権利擁護につい

　ての事業説明を積極的に行い、制度理解の促進を図ります。

・関係機関の専門職を対象とした権利擁護事業の理解啓発および実践力向上を目的に研修

　会、勉強会（地域ネットワーク勉強会等）を開催します。

・認知症高齢者や精神疾患のある方がスムーズに権利擁護支援につながる環境整備を進め

　るために、医療機関を訪問し情報交換や事業説明を行います。

・ホームページでの紹介や広報紙にて特集号を企画するなど、権利擁護事業について市民

　の理解が広がるよう、広報の充実を図ります。

令和10年度 令和11年度

 Ⅱ－(１)－①
 福祉後見サポート
 センターかみすの
 体制強化

事例検討会等の
開催・参加

→ → → →

中核機関との連
携

→

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

令和７年度 令和８年度 令和９年度

→ → →
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●重点項目（２）必要とされる各領域への支援活動の充実

〇精神障害者、発達障害児者、ひきこもり状態にある方といった、制度や社会資源が十分

　に整っていない領域の関係機関との支援ネットワークづくりを進め、支援体制の充実を

　図ります。

〇社会福祉士・精神保健福祉士等の資格保有者による精神障害者や発達障害者などを対象

　とした専門相談の充実強化を図ります。

＜実施計画＞

① 精神障害者の地域生活支援の充実

・本会の精神保健福祉士が相談対応する「こころの相談室」は、ニーズに合わせて開催時

　間の拡大を図り、より相談しやすい環境とします。

・精神障害者デイケアは、事業対象者のスムーズな利用につながる体制を整えるために、

　精神科医療機関への事業説明を定期的に行います。

・就労支援事業所やグループホーム等との情報交換を積極的に展開し、利用希望者が各種

　事業やサービスにつながりやすくなるよう環境を整えます。

・精神障害者がより福祉サービスを利用しやすいまちとなるよう、交通手段の充実を望む

　当事者の声など具体的な要望をとりまとめ、神栖市が設置する委員会や協議会において

　代弁・提言します。

② 発達障害者の地域生活支援の充実

・大人の発達障害支援の重要性を多くの事業所に正しく理解してもらえるよう「大人の発

　達障害支援基礎研修会」を開催し、市内すべての計画相談支援事業所等への基礎研修会

　修了者の配置を目指します。

令和11年度
実施計画

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

広報活動の充実 → → → →

 Ⅱ－(１)－②
 権利擁護事業の理
 解・促進

関係機関への事
業説明・情報交
換

→ → → →

研修会、勉強会
等の開催

→ → → →

医療機関への訪
問・事業説明

→ → → →
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・「大人の発達障害支援基礎研修会」の修了者を対象としたフォローアップ研修を開催し

　ます。

③ ひきこもり家族支援の充実

・精神保健福祉士が引き続き、ひきこもり状態にある方の家族への相談支援を実施する体

　制を維持し、相談日を固定せずいつでも相談に応じられるよう開催手法を変更します。

④ 生活困窮世帯への支援継続

・緊急生活支援、無料低額診療制度、生活福祉資金等の生活困窮者支援については、全職

　員が対応できるよう事例検討や研修会を定期的に開催します。　

・生活福祉資金特例貸付の償還支援については、茨城県社協との一部委託契約に基づき、

　他制度へのつなぎなど、適切に実施します。

→

 Ⅱ－(２)－④
 生活困窮世帯への
 支援継続

緊急生活支援、
低額診療申請、
生活福祉資金申
請受付の継続

→ → → →

特例貸付償還一
部委託契約事務
の実施

→ → →

→

 Ⅱ－(２)－③
 ひきこもり家族支
 援の充実

ひきこもり家族相
談の実施

開催回数等検討 → → →

市委員会・協議
会への代弁・提
言

→ → → →

 Ⅱ－(２)－②
 発達障害者の地域
 生活支援の充実

大人の発達障害
支援基礎研修会
の開催

→
フォローアップ研
修の検討

検討結果による
内容の研修を開
催

→ →

関係機関との情
報交換会の開催

→ → → →

令和11年度

 Ⅱ－(２)－①
 精神障害者の地域
 生活支援の充実

こころの相談室
の実施

→
開催時間の拡大
検討

→ →

精神科医療機関
への事業説明訪
問

→ →

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度
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【基本目標Ⅲ】市民との協働による福祉活動の充実

 　ボランタリーな取り組みを通じた市民同士の相互扶助活動や福祉教育活動を展開 　

するため、ボランティアセンターの機能を充実強化します。 　

●重点項目（１）ボランティア活動・福祉教育の充実

〇広報紙やホームページを通じて、福祉分野を中心としたボランティア活動の情報発信を

　強化します。

〇児童・生徒向けの福祉教育活動の重要性から新たな講座メニューの開発を通じて、福祉

　教育出前講座をブラッシュアップします。

＜実施計画＞

① ボランティア活動・目的別コミュニティ活動の充実

・ボランティア活動を実践する個人や団体、様々な活動メニューの案内を通じて、広く市

　民にボランティア活動の重要性・必要性を伝えます。

・エリアごとにそれぞれに実践されているわくわくサロン等の目的別コミュニティ活動を

　広く紹介し、新たなエリアでも展開できるよう支援します。

② 福祉教育の充実

・児童・生徒が理解しやすいプログラムを開発し、サポーター（市民ボランティア）との

　協働による福祉教育を推進します。

・「高校生の進路アシストカレッジ」は、多くの高校生がより参加しやすく、将来の進路

　選択に役立つ企画となるよう、開催方法や内容をリニューアルします。

 Ⅲ－(１)－②
 福祉教育の充実

市民ボランティ
アとの協働によ
る福祉教育出前
講座の推進

→

福祉教育出前
講座のサポー
ター養成講座実
施

→ →

高校生の進路ア
シストカレッジの
リニューアル

→ 企画再考 → →

 Ⅲ－(１)－①
 ボランティア活動・
 目的別コミュニテ
 ィ活動の充実

ボランティア活
動をする個人・
団体の情報発
信等の支援

→ → → →

目的別コミュニ
ティ活動の支援

→ → → →

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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●重点項目（２）市民、企業、団体との協働による相互扶助の充実

〇災害発生時には、神栖市地域防災計画に基づき、災害ボランティアセンターを開設する

　可能性が生ずるため、定期的にマニュアルを確認し、関係機関との常日頃からの意思疎

　通を心がけます。

〇本会広報活動を通じて、市民、企業、団体の福祉実践を積極的に応援します。

＜実施計画＞

①災害ボランティア受入体制整備

・神栖市地域防災計画改訂に合わせたマニュアルの見直しを行い、適時、災害対策担当課

　と情報共有を進め、災害時には適切な初動対応ができるよう体制を整えます。

・市外被災地の災害ボランティアセンターには、茨城県社協からの要請に応じて職員派遣

　による応援を積極的に行います。

②市民、企業、団体の参加による相互扶助活動の充実

・市民、企業、団体から寄せられた消費期限が近づきつつある食品等を、福祉施設やボラ

　ンティア団体に繋ぐ「もったいないを橋渡しプロジェクト」について、広報紙やホーム

　ページでの周知を強化し、市内の食品ロス削減に向けて積極的に展開します。

③市民参加による相互扶助の充実

・住民参加型在宅福祉サービス「うぃるかみす」については、高齢者・障害者の各種制度

　の充実に合わせ、時代に即した内容にリニューアルします。

 Ⅲ－(２)－③
 市民参加による相
 互扶助の充実

各種制度の充足
度、うぃるかみす
の必要量を調査

→
うぃるかみす事
業リニューアル

→ →

 Ⅲ－(２)－②
 市民､企業､団体に
 よる相互扶助活動
 の充実

もったいないを
橋渡しプロジェク
トの周知・強化

→ → → →

→ → → →

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

 Ⅲ－(２)－①
 災害ボランティア
 受入体制整備

災害ボランティア
センター立上マ
ニュアル確認

→

神栖市地域防災
計画改訂に合わ
せて立上マニュ
アル改訂

→

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

→

市外被災地の災
害ボランティアセ
ンター運営支援
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【基本目標Ⅳ】事業推進を図る組織体制の充実強化

 　地域福祉の中核的な公益法人として中立・公正を遵守し、神栖市の福祉増進に寄与で 　

きるよう財政基盤を含めた法人規模の適正化を図り、時代の変化に合わせて柔軟に対応 　

できる強い組織体制を構築します。 　

●重点項目（１）組織体制の強化

〇社会情勢の変動に伴う市民の生活課題の変化に柔軟に対応しつつ、ソーシャルワーク専

　門機関としての役割が十分に発揮できるよう法人組織のさらなる強化に取り組みます。

〇ソーシャルワークを担う事務局職員は常に専門性の向上をめざし、計画的な人材の確保

　と育成を図ります。また、市福祉部等関係機関への専門職派遣を継続します。

＜実施計画＞

① 法人規模に見合った役員構成

・本会の財政や事業規模、今後求められる役割と機能、活動分野を見据え、役員構成のあ

　り方を検討します。

② 専門職派遣の継続・推進

・国家資格を有する職員の派遣を継続し、新たな派遣要望にも応じられるよう職員体制を

　整え、行政・福祉関係機関等の相談支援機能の充実に寄与します。

③ 国家資格を有する職員の増強

・引き続き正職員は社会福祉士・精神保健福祉士の国家資格取得を標準とし、新規採用職

　員等に対しても国家資格取得のための費用貸与を行います。

④ 業務遂行の向上を図る人材育成

・人事評価システムを適正に機能させ、人員配置や能力開発・育成、昇給・昇格と連動し

　た人事管理体制を整備します。

評議員改選

令和11年度

 Ⅳ－(１)－①
 法人規模に見合っ
 た役員構成

→ →
派遣枠増(１名)
協議

 Ⅳ－(１)－②
 専門職派遣の継続・
 推進

派遣継続（２名） → → → →

派遣枠増(１名)
協議

構成変更
役員改選

役員改選 役員改選

構成変更
評議員改選

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

　　25



ふれ愛プラン２０２５　　　

●重点項目（２）財政・業務基盤の強化

〇地区（町内会）加入率の現状を踏まえ、地区の協力による会員加入方法の見直しを図る

 など、時代に合わせた会員制度の再構築と寄付をしやすい環境整備に取り組みます。

〇公益法人として法人規模に見合った財源の確保を図りつつ、業務遂行の効率性を高めら

 れる環境の整備を図ります。

＜実施計画＞

① 時代に合わせた会員会費制度の整備

・地区の協力による会員の加入方法の見直しを行い、最も賛同が得られやすく、加入意思

　が示しやすい方法への切替を検討します。

② 寄付のしやすい環境の整備

・税額控除対象法人の認可、キャッシュレス決済の導入など、いつでも、どこでも、気軽

　に寄付のできる環境の整備を図ります。

③ 理解者を増やす広報の充実

・市民や行政等関係者から社協活動への理解と共感を得られるよう広報紙・ホームページ

　の充実を図るとともに、ＳＮＳ等の活用も強化し、広く情報が届けられる工夫をします。

④ 福祉活動基金の計画的運用

・基金の原資を、市民にとって必要な自主事業の開発・継続、そのための設備投資等の財

　源として有効活用できるよう、保有限度額の再検証を行い、計画的な運用を図ります。

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

令和７年度 令和８年度 令和９年度

→

 Ⅳ-（1）‐④
 業務遂行の向上を
 図る人材育成

人事評価実施
研修体制との連
動

人員配置へ反映
昇格等の基礎資
料として活用

→

人事評価者研修
実施

→ → →

職員採用（1名） 職員採用（1名）

資格取得費貸与 → → → →

 Ⅳ－(１)－③
 国家資格を有する
 職員の増強

精神保健福祉士
１名増

社会福祉士
１名増

精神保健福祉士
１名増

令和10年度 令和11年度
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⑤ 業務環境の整備

・職員の休暇承認や福利厚生など労務・庶務管理にかかる届出の電子化など、業務効率を

　高め、かつペーパーレスや経費削減につながるＩＣＴ技術の導入を図ります。

⑥ 専門職派遣による事業収入の確保

・労働者派遣事業による行政各課等への専門職派遣を計画的に拡大していくことで事業収

　入（自主財源）の確保に努め、これにより市からの助成金要望額の減額につなげます。

 Ⅳ－(２)－⑤
 業務環境の整備

ＩＣＴ化すべき業
務の抽出

導入準備
導入及び効果検
証

→ →

→

Ｘ（旧twitter）の
活用継続

→
新たなＳＮＳ等の
導入検討

→ →

 Ⅳ－(２)－④
 福祉活動基金の計
 画的運用

保有限度額検討 計画的運用 → →

キャッシュレス決
済検討

導入及び効果検
証

→ →

 Ⅳ－(２)－③
 理解者を増やす広
 報の充実

ホームページ改
善

→ → → →

 Ⅳ－(２)－②
 寄付のしやすい環
 境の整備

税控除対象法人
申請

実施 → → →

令和10年度 令和11年度

 Ⅳ－(２)－①
 時代に合わせた会
 員会費制度の整備

会員制度見直し
検討

結果検証 → → →

実施計画
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次

令和７年度 令和８年度 令和９年度

 Ⅳ－(２)－⑥
 専門職派遣による
 事業収入の確保

（派遣２名）
１名増員
（派遣３名）

→ →
１名増員
（派遣４名）
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３．神栖市社協の主な事業・職員数・決算額の推移 

年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

正規職員数 １８ １９ １９ 

常勤職員数 １５  １  ０ 

非常勤職員数 １７  ３  ４ 

職員総数 ５０ ２３ ２３ 

・…社協自主事業 
 

☆…介護保険事業 
 
★…障害者総合支援法に基

づく事業所 
 
新)…新規事業 
 
中)…新型コロナウイルス

の影響により１年を
通して中止 

 

･理事会、評議員会等 
･共同募金事業 
･社協会費関連業務 
･福祉総合相談 
･住民参加型在宅福祉サービス 
･わくわくサロン支援 
･サービスポスター 
･在宅ケア会議 
･在宅訪問活動 
･制度申請代行 
･ボランティアセンター運営 
･ボランティア相談事業 
･福祉感謝会 
･ボランティア助成 
･福祉教育出前講座 
･ボランティア講座 
･高校生の進路アシストカレッジ 
･独居高齢者交流事業 
･ことばと発達の相談室 
･緊急生活支援事業 
･地域ネットワーク勉強会 
･介護者の会支援 
･福祉車輌貸出(～9 月) 
･新)福祉車両利用料助成(10 月
～) 
･子育てボランティア支援 
･精神障害者デイケア(自主) 
･発達障害講座(スキルアップ) 
･高次脳機能障害支援 
･精神保健相談室 
･専門職の人材派遣(市４課) 
･ＣＳＷの圏域別配置(２名) 
･福祉後見サポートセンターかみ
す 
･新)特別支援学校保護者交流会支援 
 
 
 
 
☆訪問介護事業 
★障害者ホームヘルプサービス 
★障害者計画相談事業 
 

･理事会、評議員会等 
･共同募金事業 
･社協会費関連業務 
･福祉総合相談 
･住民参加型在宅福祉サービス 
･わくわくサロン支援 
･サービスポスター 
･在宅ケア会議 
･在宅訪問活動 
･制度申請代行 
･ボランティアセンター運営 
･ボランティア相談事業 
･福祉感謝会 
･ボランティア助成 
･福祉教育出前講座 
･ボランティア講座 
･高校生の進路アシストカレッジ 
･独居高齢者交流事業 
･ことばと発達の相談室 
･緊急生活支援事業 
･地域ネットワーク勉強会 
･介護者の会支援 
 
･福祉車両利用料助成 
･子育てボランティア支援 
･精神障害者デイケア(自主) 
･発達障害講座(第９期) 
･高次脳機能障害支援 
･精神保健相談室 
･専門職の人材派遣(市４課) 
･ＣＳＷの圏域別配置(３名) 
･福祉後見サポートセンターかみ
す 
･特別支援学校保護者交流会支援 
･新)ひきこもり家族相談 
･新)きずなＢＯＸ設置協力 
 
 
 
 
★障害者計画相談事業 

･理事会、評議員会等 
･共同募金事業 
･社協会費関連業務 
･福祉総合相談 
･住民参加型在宅福祉サービス 
･わくわくサロン支援 
･サービスポスター 
･在宅ケア会議 
･在宅訪問活動 
･制度申請代行 
･ボランティアセンター運営 
･ボランティア相談事業 
･中)福祉感謝会 
･ボランティア助成 
･福祉教育出前講座 
･中)ボランティア講座 
･中)高校生の進路アシストカレッジ 
･中)独居高齢者交流事業 
･ことばと発達の相談室 
･緊急生活支援事業 
･地域ネットワーク勉強会 
･介護者の会支援 
 
･福祉車両利用料助成 
･子育てボランティア支援 
･精神障害者デイケア(自主) 
･中)発達障害講座 
･高次脳機能障害支援 
･精神保健相談室 
･専門職の人材派遣(市４課) 
･ＣＳＷの圏域別配置(３名) 
･福祉後見サポートセンターかみ
す 
･特別支援学校保護者交流会支援 
･ひきこもり家族相談 
･きずなＢＯＸ設置協力 
 
 
 
 
★障害者計画相談事業 

受託事業 
 
○…市受託事業 
 
◎…市指定管理者事業 
 
□…茨城県社協受託事業 

○軽度生活援助事業 
○障害支援区分認定調査 
○精神障害者デイケア 
○ファミリーサポートセンター 
○障害相談支援事業 
○高齢者相談センター 
○養育支援訪問事業 
○生活困窮者自立支援事業 
 (自立相談支援) 
 
○成年後見制度法人後見支援業務 
◎障害者デイサービスセンターのぞみ 
◎福祉作業所きぼうの家 
□生活福祉資金 
□日常生活自立支援事業 
 
 

 
○障害支援区分認定調査 
○精神障害者デイケア 
○ファミリーサポートセンター 
○障害相談支援事業 
○高齢者相談センター 
 
○生活困窮者自立支援事業 
 (自立相談支援) 
 
○成年後見制度法人後見支援業務 
 
 
□生活福祉資金 
□新)生活福祉資金(コロナ特例) 
□日常生活自立支援事業 

 
○障害支援区分認定調査 
○精神障害者デイケア 
○ファミリーサポートセンター 
○障害相談支援事業 
 
 
○生活困窮者自立支援事業 
 （自立相談支援） 
 
○成年後見制度法人後見支援業務 
 
 
□生活福祉資金 
□生活福祉資金(コロナ特例) 
□日常生活自立支援事業 



ふれ愛プラン２０２５     
 

34 

福祉団体支援 ４団体 ４団体 ４団体 

総決算額 ２５２,３７５,３９２円 ２０１,２２４,３９５円 ２１５,８３６,８７８円 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度(計画･予算) 

１９ １８ １７ １４ 

 ０  ２  ４  ６ 

 ４  ２  １  ２ 

２３ ２２ ２２ ２２ 

･理事会、評議員会等 
･共同募金事業 
･社協会費関連業務 
･福祉総合相談 
･住民参加型在宅福祉サービス 
･中)わくわくサロン支援 
･サービスポスター 
･在宅ケア会議 
･在宅訪問活動 
･制度申請代行 
･ボランティアセンター運営 
･ボランティア相談事業 
･中)福祉感謝会 
･ボランティア助成 
･福祉教育出前講座 
･中)ボランティア講座 
 
･高校生の進路アシストカレッジ 
･ことばと発達の相談室 
･緊急生活支援事業 
･地域ネットワーク勉強会 
･介護者の会支援 
 
･福祉車両利用料助成 
･子育てボランティア支援 
･精神障害者デイケア(自主) 
･中)発達障害講座 
･高次脳機能障害支援 
･精神保健相談室 
･専門職の人材派遣(市２課) 
･ＣＳＷの圏域別配置(３名) 
･福祉後見サポートセンターかみ
す 
･特別支援学校保護者交流会支援 
･ひきこもり家族相談 
･きずなＢＯＸ設置協力 
 
 
 
 
★障害者計画相談事業 
 

･理事会、評議員会等 
･共同募金事業 
･社協会費関連業務 
･福祉総合相談 
･住民参加型在宅福祉サービス 
･わくわくサロン支援 
･サービスポスター 
･在宅ケア会議 
･在宅訪問活動 
･制度申請代行 
･ボランティアセンター運営 
･ボランティア相談事業 
･福祉感謝会 
･ボランティア助成 
･福祉教育出前講座 
･ボランティア講座 
 
･高校生の進路アシストカレッジ 
･ことばと発達の相談室 
･緊急生活支援事業 
･地域ネットワーク勉強会 
･介護者の会支援 
 
･福祉車両利用料助成 
 
･精神障害者デイケア(自主) 
･中)発達障害講座 
･高次脳機能障害支援 
･精神保健相談室 
･専門職の人材派遣(市２課) 
･ＣＳＷの圏域別配置(３名) 
･福祉後見サポートセンターかみ
す 
･特別支援学校保護者交流会支援 
･ひきこもり家族相談 
･きずなＢＯＸ設置協力 
･新)もったいないを橋渡しプロジェクト 
･新)障害事業所情報交換会 
 
 
★障害者計画相談事業 
 

･理事会、評議員会等 
･共同募金事業 
･社協会費関連業務 
･福祉総合相談 
･住民参加型在宅福祉サービス 
･わくわくサロン支援 
･サービスポスター 
･在宅ケア会議 
･在宅訪問活動 
･制度申請代行 
･ボランティアセンター運営 
･ボランティア相談事業 
･福祉感謝会 
･ボランティア助成 
･福祉教育出前講座 
･ボランティア講座 
 
･高校生の進路アシストカレッジ 
･ことばと発達の相談室 
･緊急生活支援事業 
･地域ネットワーク勉強会 
･介護者の会支援 
 
･福祉車両利用料助成 
 
･精神障害者デイケア(自主) 
･発達障害講座(第１０期) 
･高次脳機能障害支援 
･精神保健相談室 
･専門職の人材派遣(市２課) 
･ＣＳＷの圏域別配置(３名) 
･福祉後見サポートセンターかみ
す 
･特別支援学校保護者交流会支援 
･ひきこもり家族相談 
･きずなＢＯＸ設置協力 
･もったいないを橋渡しプロ ジェクト 
･障害事業所情報交換会 
 
 
★障害者計画相談事業 
 

･理事会、評議員会等 
･共同募金事業 
･社協会費関連業務 
･福祉総合相談 
･住民参加型在宅福祉サービス 
･わくわくサロン支援 
･サービスポスター 
･在宅ケア会議 
･在宅訪問活動 
･制度申請代行 
･ボランティアセンター運営 
･ボランティア相談事業 
･福祉感謝会 
･ボランティア助成 
･福祉教育出前講座 
･ボランティア講座 
 
･高校生の進路アシストカレッジ 
 
･緊急生活支援事業 
･地域ネットワーク勉強会 
･介護者の会支援 
 
･福祉車両利用料助成 
 
･精神障害者デイケア(自主) 
･大人の発達障害講座(第１期) 
･高次脳機能障害支援 
･精神保健相談室 
･専門職の人材派遣(市２課) 
･ＣＳＷの圏域別配置(３名) 
･福祉後見サポートセンターかみ
す 
･特別支援学校保護者交流会支援 
･ひきこもり家族相談 
･きずなＢＯＸ設置協力 
･もったいないを橋渡しプロ ジェクト 
･障害事業所情報交換会 
 
 
★障害者計画相談事業 
 

 
○障害支援区分認定調査 
○精神障害者デイケア 
○ファミリーサポートセンター 
○障害相談支援事業 
 
 
○生活困窮者自立支援事業 

(自立相談支援) 
 

○成年後見制度法人後見支援業務 
 
 
□生活福祉資金 
□生活福祉資金(コロナ特例) 
□日常生活自立支援事業 

 
○障害支援区分認定調査 
○精神障害者デイケア 
 
○障害相談支援事業 
 
 
○生活困窮者自立支援事業 

(自立相談支援､新)就労準
備支援、新)家計改善支援) 

○成年後見制度法人後見支援業務 
 
 
□生活福祉資金 
□生活福祉資金(コロナ特例) 
□日常生活自立支援事業 

 
○障害支援区分認定調査 
○精神障害者デイケア 
 
○障害相談支援事業 
 
 
○生活困窮者自立支援事業 

(自立相談支援､就労準備支
援、家計改善支援) 

○成年後見制度法人後見支援業務 
 
 
□生活福祉資金 
□新)生活福祉資金(フォロー) 
□日常生活自立支援事業 

 
○障害支援区分認定調査 
○精神障害者デイケア 
 
○障害相談支援事業 
 
 
○生活困窮者自立支援事業 

(自立相談支援､就労準備支
援、家計改善支援) 

 
 
 
□生活福祉資金 
□生活福祉資金(フォロー) 
□日常生活自立支援事業 
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４団体 ４団体 ４団体 ４団体 

２１１,８４０,００４円 ２１０,３１２,１１２円 ２１１,３６３,８５１円 ２３９,９８５,０００円 

４．神栖市社会福祉協議会 第６次地域福祉活動計画策定委員会委員名簿 

任期：令和５年６月 ４ 日から 

令和７年３月３１日まで 

 氏 名 所 属 備考 

１ 篠 塚 洋 一 神栖市連合民生委員児童委員協議会、社協副会長 委員長 

２ 千葉千恵子 ボランティアサークルほほえみ、社協副会長 副委員長 

３ 野 口 修 一 学識経験者、社協常務理事  

４ 鈴 木 伸 洋 学識経験者、社協理事  

５ 額 賀  優 神栖市議会、社協理事  

６ 卯 月 秀 一 特別養護老人ホームマリンピア神栖、社協理事  

７ 仲 内  亮 老人保健施設シオン、社協理事  

８ 花 田 三 男 障害者支援施設神栖啓愛園、社協理事  

９ 中 嶋 正 子 指定障害福祉サービス多機能型事業所ハミングハウス、社協理事  

10 高 田 和 美 ボランティアサークルひとみの会、社協理事  

11 須之内正昭 神栖市連合民生委員児童委員協議会、社協理事  

12 岩 崎 敏 哉 鹿島共同施設㈱ 専務取締役、社協理事  

13 亘  正 人 神栖市行政委員連絡協議会、社協理事  

14 菅 谷 栄 一 神栖市行政委員連絡協議会、社協理事  

15 野村 みさ子 神栖市更生保護女性会、社協理事  

16 大 和 愛 紀 神栖市ＰＴＡ連絡協議会、社協理事  

17 日 髙 篤 生 神栖市健康福祉部長、社協理事  

18 岡 野 一 男 学識経験者、社協監事  

19 森 本 政 一 神栖市連合民生委員児童委員協議会、社協監事  

（※敬称略） 
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事務局内プロジェクトチーム 

氏 名 所属・役職 資格 

橘 田  勝 事務局長 社会福祉士・精神保健福祉士 

相 良 光 浩 事務局次長、福祉活動推進センター長 社会福祉士・精神保健福祉士 

鴨 川 和 明 地域福祉総合相談センター長 社会福祉士・精神保健福祉士 

名 雪 義 一 地域福祉総合相談センター主査 社会福祉士・精神保健福祉士 

三 浦 秀 作 福祉活動推進センター主査 社会福祉士・精神保健福祉士 

坂 本 将 則 地域福祉総合相談センター主査 社会福祉士・精神保健福祉士 

大 川 雅 美 地域福祉総合相談センター主査 社会福祉士・精神保健福祉士 

馬 場 信 江 市こども家庭課派遣 社会福祉士・精神保健福祉士 

奥 村 康 行 市社会福祉課派遣 社会福祉士・精神保健福祉士 

 

 

事務局内調査チーム 

氏 名 所属・役職 資格 

飯 田  聡 福祉活動推進センター係長 社会福祉士・精神保健福祉士 

髙 岡  拓 史 地域福祉総合相談センター係長 社会福祉士・精神保健福祉士 

川 田  健 介 地域福祉総合相談センター係長 社会福祉士・精神保健福祉士 

末  雄 介 福祉活動推進センター専任職員 社会福祉士 

野 口 貴 広 地域福祉総合相談センター福祉活動専門員 社会福祉士 

 

 

 

 

策定委員会の様子（第  回。  月   日）  

写真挿入予定 
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５．第６次地域福祉活動計画策定の経緯 （作成中） 

年月日 会議名等 内  容 

令和６年 

５月 16 日 

事務局内 

プロジェクトチーム 
・第６次地域福祉活動計画策定スケジュールについて 

６月４日 
社協理事会 

（第１回策定委員会） 
・第６次地域福祉活動計画の策定について 

６月 11 日 
事務局内 

プロジェクトチーム 
・第５次地域福祉活動計画の検証について 

６月 26 日

７月 18 日 

事務局内 

プロジェクトチーム 

・第６次地域福祉活動計画策定スケジュール及び骨子

について 

７月 29 日 
事務局内 

プロジェクトチーム 
・第５次地域福祉活動計画の検証及び骨子について 

８月２日

８月６日 

事務局内 

プロジェクトチーム 
・第５次地域福祉活動計画の検証について 

８月９日 

～ 

８月 19 日 

事務局内 

プロジェクトチーム 
・第５次地域福祉活動計画の総括について 

８月 21 日 
事務局内 

プロジェクトチーム 
・第６次地域福祉活動計画 第１章（素案）について 

８月 27 日 

社協事務局内 

企画調整会議 

プロジェクトチーム 

・第６次地域福祉活動計画 第１章（素案）について 

９月６日 
事務局内 

プロジェクトチーム 
・第６次地域福祉活動計画 第２章作成分担について 

９月 19 日 
社協理事会 

（第２回策定委員会） 

・第６次地域福祉活動計画の構成及び骨子（案）につ

いて 
・第６次地域福祉活動計画 第１章（素案）について 

９月 20 日 
事務局内 

プロジェクトチーム 
・第６次地域福祉活動計画 第２章作成分担について 

９月 27 日 

11 月 22 日 

事務局内 

プロジェクトチーム 

・第６次地域福祉活動計画 第２章（素案）について 
・参考資料作成役割分担について 

11 月 27 日 
社協事務局内 

調査チーム 
・第６次地域福祉活動計画 第２章原稿起草 
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３．第６次地域福祉活動計画策定の経緯 

年月日 会議名等 内  容 

令和６年 

12 月４日 

社協事務局内 

調査チーム 
・第６次地域福祉活動計画 第２章原稿編集校正 

12 月５日 

社協事務局内 

企画調整会議 

プロジェクトチーム 

・第６次地域福祉活動計画 第２章（素案）について 

12 月 11 日 

12 月 17 日 

社協事務局内 

調査チーム 
・第６次地域福祉活動計画 第２章原稿編集校正 

12 月 24 日 

社協事務局内 

企画調整会議 

プロジェクトチーム 

・第６次地域福祉活動計画 第２章（素案）について 

令和 7 年 

１月 16 日 

社協理事会 

（第３回策定委員会） 
・第６次地域福祉活動計画（素案）について 

   

月 日 

～ 

月 日 

市役所関係各課への 

意見徴収 
 

月 日 

～ 

月 日 

事務局内 

プロジェクトチーム 
・第６次地域福祉活動計画（最終案）について 

月 日 

社協事務局内 

企画調整会議 

プロジェクトチーム 

・第６次地域福祉活動計画（最終案）について 

３月 日 
社協理事会 

（第４回策定委員会） 

・第６次地域福祉活動計画（最終案）について承認 
・社協会長への報告 

３月 日 社協評議員会 ・第６次地域福祉活動計画（最終案）について報告 
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６．地域福祉活動計画策定委員会設置要項 

 

 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 地域福祉活動計画策定委員会設置要項 

 

（目 的） 

第１条 この要項は、社会福祉法人神栖市社会福祉協議会（以下「本会」という。）地域福祉活動

計画策定委員会の設置、運営に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（設 置） 

第２条 神栖市における地域福祉の推進と、本会の事業の充実・強化及び体制の確立をめざすた

め、地域福祉活動計画（以下「計画」という。）を策定するため、地域福祉活動計画策定委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（任 務） 

第３条 委員会は、本会会長からの次に掲げる諮問事項を、調査・審議し、本会会長へ報告する。 

（１）計画策定に必要な実態やニーズの把握、問題・課題の整理及び解決策の検討 

（２）本会の組織体制と財政基盤の整備及び経営改善に関する行動計画「社会福祉法人神栖市社

会福祉協議会発展・強化計画」に必要な事項について前号との一体的な実態の把握、問題・

課題の整理及び解決策の検討 

（３）計画の策定 

（４）その他、計画策定のために必要な事項 

 

（構 成） 

第４条 委員会は、委員２０名以内で構成する。 

２ 委員は、本会理事及び監事で構成する。 

 

（委員長） 

第５条 この委員会に委員長１名及び副委員長１名を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、本会副会長をもってあてる。 

３ 委員長は、委員会の会務を統括し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 
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（会 議） 

第６条 会議は、委員長が招集し、議長となる。 

 

（専門部会） 

第７条 委員会が付託した事項を調査・研究し、計画素案を作成するため、専門部会を設置する

ことができる。 

２ 専門部会は、部会員２０名以内をもって構成する。 

３ 専門部会に、部会長１名及び副部会長１名を置く。 

４ 部会長及び副部会長は、部会員の互選による。 

 

（意見等の聴取） 

第８条 委員会及び専門部会が必要と認めた場合は、会議等に関係者の出席を求め、その意見及

び説明を聴くことができる。 

 

（任 期） 

第９条 委員の任期は、必要な調査・審議、検討及び本会会長への報告が終了したときに終わる。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（庶務） 

第１０条 委員会の庶務は、本会事務局内において処理する。 

 

（委任） 

第１１条 この要項に定めるもののほか、委員会及び専門部会の運営その他必要な事項は、委員

長が委員会に諮って定める。 

 

 

   附 則 

 この要項は、平成２０年１０月１日から施行する。 

この要項は、令和 元 年 ９ 月１日から施行する。 
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７．神栖市社会福祉協議会職員行動原則 

 

 

「神栖市社会福祉協議会職員行動原則」の策定について 

平成２４年３月２８日 

【尊厳の尊重と自立支援】 

１．私たちは、人々の尊厳と自己決定を尊重し、その人が抱える福祉問題を解決し、住み慣れ

た地域でその人らしく暮らすことができるよう最善を尽くします。 

〇人々の尊厳と基本的人権を尊重し、援助を必要とする人が心豊かに地域社会の一員として

生活が継続できるよう支援します。 

〇個別の支援にあたっては、常に相手の立場に立ち、その人らしく生活できるように自己決

定を尊重し、自立に向かうよう支援します。 

 

【誰もが安心して暮らせる福祉コミュニティづくり】 

２．私たちは、住民が身近な地域における福祉について関心をもち、福祉活動に参加する住民

主体による福祉コミュニティづくりをめざします。 

〇様々な機会を通じて、住民が身近な地域で相互に交流し、また地域の福祉問題に目を向け、

話し合いや学び合う場づくりをすすめ、自らも積極的に参加します。 

〇住民自らが身近な地域において支え合いや支援活動に参加し、人との繋がり合いを実感し、

誰もが安心して暮らせる福祉コミュニティづくりを計画的に進めます。 

 

【住民参加と連携・協働】 

３．私たちは、住民参加と地域の連携・協働により業務を行なうことを心がけ、地域に根ざし

た先駆的な取り組みを応援し、地域福祉を推進する実践や活動を広げます。 

〇社協が住民組織、社会福祉施設、民生委員・児童委員、ボランティアやＮＰＯなど、あら

ゆる地域の関係者による地域福祉をすすめる協働の場をつくる役割があることを理解し、

あらゆる業務において、住民参加と地域における多様な組織や活動との連携・協働を心が

けます。 

〇地域の先駆的な取り組みを発掘・応援し、また、福祉活動に取り組む人々の育成に努め、

地域福祉を推進する活動や実践を広げます。 
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【地域福祉の基盤づくり】 

４．私たちは、福祉課題を地域全体の問題として捉え、新たな事業や活動の開発、提言活動や

計画づくりの取り組みに積極的に関わり、地域福祉の基盤づくりの役割を担います。 

〇地域の実情を常に把握し、そこで捉えた福祉課題を地域全体の問題として捉え、先駆性を

もって事業や活動の開発・改善に取り組み、さらに提言活動や改善運動を行い問題解決に

向けたアクションにつなげます。 

〇地域福祉計画、地域福祉活動計画の策定などの機会を捉え、福祉・保健・医療の連携によ

るよりよい制度づくりや地域福祉の財源づくり、人々が繋がり合いを実感し安心して暮ら

せる福祉コミュニティの実現など、地域福祉の基盤づくりの取り組みに積極的に参画しま

す。 

 

【自己研鑽、チームワーク、チャレンジ精神】 

５．私たちは、自己研鑽を重ね、職員同士のチームワークと部署間の連携をすすめ、チャレン

ジ精神をもって業務を遂行します。 

〇社協職員（コミュニティソーシャルワーカー）としての自覚をもち、自己研鑽に努め専門

性を高めます。また、職員同士と部署間の情報共有に努め、互いの役割を認識し協働し合

える環境をつくり、チームワークにより業務を遂行します。 

〇常に地域の福祉問題に目を向け、チャレンジ精神や先駆性をもって業務をすすめます。ま

た、自らの業務の評価と改善に努め、コスト意識をもって効果的で効率的な業務を遂行し

ます。 

 

【法令遵守、説明責任】 

６．私たちは、法令を遵守し、自らの組織や事業に関する説明責任を果たし、信頼され開かれ

た社協づくりをすすめます。 

〇関係法令の遵守はもちろん、社会的規律や職場内ルールに則った行動をします。 

〇職務上知り得た個人情報は、関係法令に基づき適切に対応します。また、プライバシーを

尊重し、関係者との情報共有の際には、定められた手続きに基づき適切に対応し、その秘

密を保持します。 

〇住民や関係者に対して、社協の業務について充分な説明責任を果たすとともに、情報公開

に努めます。 
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８．用語の解説（５０音順） 

ア行 

ＩＣＴ ‥‥‥‥‥‥‥‥ Information and Communication Technology：情報通信技術の略で、パ

ソコンやスマートフォンなど、様々な形状のコンピュータを用いた情報処

理や通信技術の総称。 

アクセシビリティ ‥‥‥ 「アクセスできる」という意味から派生した言葉。道具など物的なもの

から、情報やサービスに対する利用のしやすさ。 

アセスメント‥‥‥‥‥‥ ある対象物や状況について、その状態や能力を評価し、判断すること。 

アップデート‥‥‥‥‥‥ 英語で「最新の情報」や「改善」を意味し、ビジネスでは主に製品やサ

ービス、情報などを最新のものに更新することを指す。 

委託 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 本来その事柄を行うはずの者や組織が、その事務や業務を（命令系統に

無い）他者に依頼して行ってもらうこと。 

ＳＮＳ ‥‥‥‥‥‥‥‥ Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービ

ス）の略で、特定のつながりを通じ、新たな人間関係を促進、サポートす

るインターネット上のサービス。 

ＮＰＯ ‥‥‥‥‥‥‥‥ 「Nonprofit Organization」又は「Not-for-Profit Organization」の略で

広義では非営利団体、狭義では非営利での社会貢献活動や慈善活動を行う

市民団体、最狭義では特定非営利活動促進法により法人格を得た団体（特

定非営利活動法人）を指す。 

エンパワーメント ‥‥‥ 社会福祉の分野では、社会的に不利な状況に置かれた人々に対して適切

な情報提供をし、自ら決定を下せるよう支援すること、またその人の長

所、力、強さに着目して援助すること。 

ＯＪＴ ‥‥‥‥‥‥‥‥ On-the-Job Training（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）の略で、実際

の業務を通して、知識やスキルを身につける教育方法。 

 

カ行 

介護保険制度‥‥‥‥‥‥ 要介護認定を受けた高齢者など、支援を必要とする方に適切なサービス

を受けられるようサポートする公的保険制度。当事者の自立支援や介護す

る家族の負担軽減を目的にしている。平成 12 年４月から開始。（介護保険

法） 

家計改善支援事業 ‥‥‥ 家計表等のツールを活用し、生活困窮者の属する世帯全体の家計収支等

を評価・分析し、対象者の家計の改善の意欲を高める市町村の任意事業。

令和４年度から市より受託。（生活困窮者自立支援法） 
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キャッシュレス決済 ‥‥ 現金を直接やりとりせず支払いをする方法。クレジットカード・電子マ

ネー・プリペイドカードやモバイル決済など。 

緊急生活支援事業 ‥‥‥（本会事業）市内の生活困窮状態にある世帯に対し、食材の現物や供給停

止状態もしくはそのおそれのある水道光熱費用を立て替え、一ヶ月の生活

維持を目安として支援することにより、その世帯の自立更生を一時的に支

援する事業。平成 11 年度から事業開始。（神栖市緊急生活支援実施要項） 

クラウド ‥‥‥‥‥‥‥ 英語で「雲」を意味し、データをインターネット上に保管する考え方の

こと。 

グループウェア ‥‥‥‥ 企業などの組織に所属する人々のコミュニケーションを円滑にし、業務

の効率化を推進するためのソフトウェア。「スケジュール管理」、「ファイ

ル」、「設備予約」、「メンバーの連絡先一覧」などスムーズに業務を行うた

めに必要な機能が搭載されている。 

ケアマネジャー（介護支援専門員） 

‥‥‥‥‥ 要介護者や要支援者の人の相談や心身の状況に応じるとともに、サービ

ス（訪問介護、デイサービスなど）を受けられるようにケアプラン（介

護サービス等の提供についての計画）の作成や市町村・サービス事業 

者・施設等との連絡調整を行う者。（介護保険法） 

ケースカンファレンス ‥ 異なる専門家が集まり相談者等の総合的な支援計画を立案するための会

議で、困難事例や支援方針を決定する際の問題解決と意思決定の場とな

る。 

権利擁護 ‥‥‥‥‥‥‥ 自己の権利を表明することが困難な寝たきりの高齢者や認知症の高齢

者、障害者の人権を守り、ニーズ表明を支援し、代弁すること。 

公益 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 不特定多数の人が参加する社会（公共）の利益。 

公益法人 ‥‥‥‥‥‥‥ 公益の増進を図ることを目的とした設立理念に則って活動する民間法人

で、公益社団法人及び公益財団法人を指す。学校法人・社会福祉法人・宗

教法人・医療法人・更生保護法人・特定非営利活動法人などがある。 

高校生の進路アシストカレッジ 

 ‥‥‥‥‥（本会事業）ソーシャルワーカーや介護職、看護師、保育士などの仕事に

興味・関心を持つ高校生を対象に、神栖市内の医療機関、福祉事業所の

協力をいただきながら、実習を通じて医療や福祉の現場で実際に働いて

いる専門職の姿に触れ、一緒に体験することで、将来の職業選択や資格

取得を目指すきっかけになることを目的として、平成 24 年度から実施。 

高齢者サロン ‥‥‥‥‥ 地域の高齢者が、公民館やコミュニティセンターなど身近な場所に集ま

って、交流を深める場。地域住民等が自主的に運営していることが特徴。 
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高次脳機能障害 ‥‥‥‥ 脳卒中や事故等によって脳に損傷を受け、記憶障害、注意障害、社会的

行動傷害などの認知障害を生じ、これに起因して日常生活・社会生活への

適応が困難となる障害。 

ことばと発達の相談室 ‥ （本会事業）構音障害や吃音、学習障害などを抱えた就学児童の、こと

ばや発達に関する相談に、言語聴覚士がお子さんの発達段階に合わせた言

語訓練や家族でもできる訓練などのアドバイスを実施する事業。平成元年

度から事業を開始し、令和５年度末に市へ事業を引継ぐ。 

こども食堂 ‥‥‥‥‥‥ 地域のＮＰＯやボランティアが、こどもやその親、地域の人々に対し、

無料または安価で栄養のある食事や温かな団らんを提供する場のこと。 

コミュニティソーシャルワーク 

‥‥‥‥‥‥地域社会における人々の生活上の課題解決を支援する活動。その援助を

行う人をコミュニティーソーシャルワーカー（ＣＳＷ）という。 

 

サ行 

災害対策本部 ‥‥‥‥‥ 災害が発生した際、または発生する恐れがある際に、国や地方公共団体

が迅速かつ効果的に対応するために設置される組織。神栖市では防災安全

課が所管課で、本部長の職務代理者の順位は(1)市長 (2)副市長 (3)生活

環境部長となっている。災害対策本部の設置場所は、(通常)本庁舎３階

301 会議室となる。（災害対策基本法） 

災害ボランティアセンター 

‥‥‥‥‥‥大災害が発生した後で、被災地の社会福祉協議会などによって設置さ

れ、災害によって生じた被災者の困りごととボランティアとをつなぎ、

被災地の復旧とともに解消する期間限定のボランティアセンター。 

ＣＳＷ‥‥‥‥‥‥‥‥‥Community Social Worker（コミュニティ・ソーシャル・ワーカー）の

略称。地域社会に入って、支援を必要とする人々を見つけ出し、本人の生

活環境や人間関係を考慮しながら困りごとを解決に導く専門職のこと。 

社会資源‥‥‥‥‥‥‥‥人々の生活の諸要求の充足や、問題解決の目的に使われる各種施設、制

度、機関、知識や技術などの物的、人的資源の総称。 

社会的障壁‥‥‥‥‥‥‥障害のある人が生活をしていく上で様々な制約をもたらす原因となる社

会の中にあるバリア（段差などの物理的なものや偏見・差別などの観念

等）のこと。 

社会福祉基礎構造改革‥‥平成 12 年に行われた日本の社会福祉制度を一変させた大規模な改革。少

子高齢化の進展や、社会福祉へのニーズの多様化に対応するため、長い間

続いていた措置制度を契約制度に転換し、従来の社会福祉サービスの仕組

みを根本から見直す政策。 
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社会福祉士‥‥‥‥‥‥‥福祉全般に関する専門的知識と技術を有する相談援助業務の国家資格。

令和６年 10 月末現在で厚生労働省登録数は 306,606 人。（社会福祉士及び

介護福祉士法） 

社会福祉士の倫理綱領‥‥社会福祉専門職に従事する上での価値観や行動指針を明確に示すもの。

ソーシャルワーカーである社会福祉士にとって欠かせないものであり、対

人援助に関わる基本的な考え方がまとめられたもの。 

受託 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 行政、企業及び団体などから依頼を受けて業務を行うこと。 

住民参加型在宅福祉サービス「うぃるかみす」 

‥‥‥‥‥ （本会事業）地域で安心した生活が送れるよう利用者と担い手がともに会

員となり、会員相互の助け合いとして家事援助、外出援助などの有償の

サービス。平成９年７月から事業開始。（神栖市社会福祉協議会在宅福祉

サービス事業実施要項） 

住民主体の理念‥‥‥‥‥地域社会の課題解決や福祉サービスの提供において、地域住民自身が主

体的に関わり、その意思決定や活動に積極的に参加していくという考え

方。 

就労継続支援事業所ガイドブック 

 ‥‥‥‥‥‥（本会事業）市内の精神障害者や発達障害者が個々の状況にあったサー

ビス利用へのアクセスがスムーズになるよう、就労支援事業所との情報

交換会を定期的に開催し、各事業所間の相互理解を深め情報を集約した

冊子。令和６年９月に発行。 

就労準備支援事業 ‥‥‥ 一般就労に向けた準備が整っていない者を対象に、一般就労に従事する

準備としての基礎能力の形成を計画的かつ一貫して支援する市町村の任意

事業。令和４年度から市より受託。（生活困窮者自立支援法） 

障害者グループホーム ‥ 障害のある方が必要な支援やサポートを受けながら、共同生活を行うこ

とができる住まいのこと。（障害者総合支援法） 

障害者計画相談支援事業所 

 ‥‥‥‥‥‥障害福祉サービスを利用するための「サービス等利用計画」を作成する

事業所。専門的な知識・経験に基づき、よりよい「サービス等利用計画」

の提供と調整を行う。サービス利用中も定期的に利用状況等を確認し、必

要に応じて計画の見直しを行う。（障害者総合支援法） 

障害者就労支援事業所 ‥ 身体障害・知的障害・精神障害・発達障害・難病などの障害があるため

一般企業で働くことが難しい方をサポートしている事業所。「就労移行支

援」「就労継続支援」「就労定着支援」といった障害福祉サービスがある。

（障害者総合支援法） 
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女性総合相談 ‥‥‥‥‥ 市民協働課が実施している相談窓口。仕事のこと、家庭のこと、ＤＶ

（配偶者や恋人などによる暴力）、セクハラ、離婚など、女性が抱えるさ

まざまな悩みや困りごとの相談に応じている。 

事例検討 ‥‥‥‥‥‥‥ 特定の個別のケースを詳細に検討し、理解するための学習方法であり、

過去や現在のケースを題材に、職員間の知識向上やスキル習得などの学び

を深められる。 

人事評価制度 ‥‥‥‥‥ 職員一人ひとりが地域福祉を推進する中核的組織の一員として、強い責

任感と使命感、対人援助専門職としての誇りをもって活動を推進していけ

るよう組織的に育成するための方策のひとつ。人事管理や研修、職場環境

整備などの諸施策と連携しトータルな人事システムとして人材育成と組織

マネジメントを推進するために、本会では令和６年度から実施。 

生活困窮者自立支援事業‥働きたくても働けない、住む所がない方の相談窓口で、一人ひとりの状

況に合わせた支援プランを作成し、専門の支援員が相談者に寄り添いなが

ら、他の専門機関と連携して、解決に向けた支援を行う市町村の必須事

業。平成 29 年度から市より受託。（生活困窮者自立支援法） 

生活福祉資金貸付制度 ‥ 低所得者、高齢者、障害者の対象世帯に対し、安定した生活を送れるよ

う、市町村社会福祉協議会が受付窓口となり、都道府県の社会福祉協議会

が資金の審査・貸付を行う制度。国内における突発的な経済的損失（自然

災害、リーマンショック、コロナ等）が発生した際には、対象世帯を拡大

した生活福祉資金の「特例貸付」を実施。 

生活福祉資金特例貸付の償還支援（フォローアップ支援） 

‥‥‥‥‥ 償還開始となった特例貸付の借受人に対して、貸付元である県社協と特

例貸付受付窓口の市社協が連携をとり、償還が困難な世帯への償還に関

する相談（償還免除、償還猶予、少額返済等）の支援を行う。 

税額控除対象法人 ‥‥‥ 税額控除対象法人（税額控除証明を取得した社会福祉法人）へ寄附金を

支出した場合、その寄附金について税額控除制度の適用を受けることが可

能となる。（租税特別措置法） 

精神障害 ‥‥‥‥‥…‥ 何らかの脳の器質的変化あるいは機能的障害が起こり、様々な精神症

状、身体症状、行動の変化が見られる状態のこと。 

精神障害者デイケア ‥‥ （本会事業）在宅の精神障害者が、レクリエーション等のグループ活動

を通じて、対人関係能力の改善を図り社会参加を促進する。平成 16 年度

から事業開始。事業の一部を平成 17 年度から市より受託。（神栖市精神障

害者デイケア事業実施要項） 

精神保健福祉士 ‥‥‥‥ 精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技術をもって精神障

害者の社会復帰に関する相談援助を行う社会福祉専門職の国家資格。令和

６年 10 月末現在で厚生労働省登録数は 108,713 人。令和３年４月から日

本精神保健福祉士協会により、ＰＳＷ（Psychiatric Social Worker：精
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神科ソーシャルワーカー）の略称を、ＭＨＳＷ（メンタルヘルスソーシャ

ルワーカー）へと変更。（精神保健福祉士法） 

精神保健福祉士の倫理綱領 

‥‥‥‥‥ 精神保健福祉士は、支援の対象者の基本的人権を尊重し、個人としての

尊厳、法の下の平等、健康で文化的な生活を営む権利を擁護するという

考え方を具体的に明記したもの。 

制度の狭間 ‥‥‥‥‥‥ 社会福祉や行政サービスなどの様々な制度の隙間に入り込んでしまい、

適切な支援を受けられない状態。 

成年後見制度 ‥‥‥‥‥ 判断能力が不十分なために、財産侵害を受けたり、人間としての尊厳が

損なわれたりすることがないように、財産管理や身上監護によって本人を

支援する人（成年後見人等）を家庭裁判所に選任してもらい、その人に法

的権限を与えて本人に代わって法律行為ができるようにする制度。なお成

年後見人等は、親族の他、弁護士、司法書士、社会福祉士、法人などから

も選任される。（民法） 

成年後見制度利用促進計画 

‥‥‥‥‥ 全国どの地域でも、成年後見制度を必要とする人がみな安心して利用で

きるような体制を目指して策定されたもの。尊厳のある本人らしい生活

の継続と、地域社会への参加を図る権利擁護の支援を進めるという基本

指針を持つ。（神栖市地域福祉計画【第４期】神栖市成年後見制度利用促

進計画【第１期】）（成年後見制度利用促進法） 

専門職後見人 ‥‥‥‥‥ 弁護士・司法書士・社会福祉士等の専門職による成年後見人。 

相互扶助 ‥‥‥‥‥‥‥ お互いに助け合うこと。 

ソーシャルワーク ‥‥‥ 困っている人の生活や人生を社会の相互関係に注目して、人と環境の両

方にアプローチして支援していく実践的な専門職であり学問。 

 

タ行 

地域ケアシステム ‥‥‥ 住み慣れた地域や家庭で安心して生活を送るために、地域全体で効率

的、継続的に支えていく体制や取り組み。結びつきを表す言葉。 

地域福祉 ‥‥‥‥‥‥‥ 住み慣れた地域の中で、誰もが自分らしく日常生活を送れるよう、行

政、地域住民、ボランティアなど、あらゆる人、団体が協力しながら「つ

ながり」「支え合う」こと。 

地域包括支援センター 

‥‥‥‥‥‥ 市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等

を配置し、３職種のチームアプローチにより住民の健康の保持及び生活



ふれ愛プラン２０２５ 

 

49 

の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び

福祉の増進を包括的に支援することを目的とする機関。（介護保険法） 

地域防災計画 ‥‥‥‥‥ 様々な災害から住民の生命、身体及び財産を守るため、行政及び防災関

係機関、住民が連携して、被害の軽減対策や災害発生時の対応、早期の復

旧、復興方法などについて、各都道府県及び市町村などの地方自治体がそ

れぞれの地域特性を考慮して作成する防災計画。（災害対策基本法） 

中核機関 ‥‥‥‥‥‥‥ 成年後見制度利用促進計画に基づき、成年後見制度の利用を必要とする

方が安心して制度利用できるよう、各関係機関やチームで構成された「地

域連携ネットワーク」の中心となって全体のコーディネートを担う機関。

神栖市では、長寿介護課が設置・運用予定。（成年後見制度利用促進法） 

中立公正 ‥‥‥‥‥‥‥ 特定の立場や意見に偏ることなく、客観的な視点から物事を判断し、公

平な扱いを求めること。 

同一業務同一対応 ‥‥‥ 担当職員間で関係制度やその情報、対応策（ノウハウ）について予め共

有することで、どの職員も同じ対応をとれるよう共通認識を図ること。 

 

ナ行 

日常生活自立支援事業 ‥ 認知症、知的障害、精神障害のある人など判断能力が不十分な人々の福

祉サービス利用契約の支援、日常的な金銭管理サービス、重要書類預かり

サービスによって地域生活を継続的に支援する事業。平成 13 年度から茨

城県社会福祉協議会より受託。（社会福祉法） 

ノーマライゼーション社会 

      ‥‥‥･‥‥‥ 障害のある人もない人も、年齢や性別、国籍などに関わらず、誰もが同

じように社会に参加し、生活できる社会を目指した考え方。 

 

ハ行 

発達障害 ‥‥‥‥‥‥‥ 自閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障害、学習障害、注

意 欠陥／多動性障害その他これに類する脳機能の障害であって、その症

状が通常低年齢において発現する。子どもの頃にあまり問題視されなかっ

た特性が、成人期に就職先で失敗を繰り返したり、周囲の人と同じように

コミュニケーションをとれなかったりすることが続くなど、大人になって

から発達障害に気づく場合もある。（発達障害者支援法） 

発達障害者支援法 ‥‥‥ それまでの法律では障害者としてみなされなかった発達障害の定義が確

立され、障害者に関する様々な法制度に位置づけされたことによって、医

療・保健・福祉・教育・就労などにおける発達障害者の社会的な支援体制

の確立を目指すための法律。平成 17 年４月から施行。 
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ＰＤＣＡ‥‥‥‥‥‥‥‥Ｐlan（計画）、Ｄo（実行）、Ｃheck（評価）、Ａction（改善）を繰り返

すことによって業務を継続的に改善する手法。 

ひきこもり‥‥‥‥‥‥‥「仕事や学校に行かず、かつ家族以外の人との交流をほとんどせずに、

６か月以上続けて自宅にひきこもっている状態」を「ひきこもり」と呼ん

でいる（厚生労働省による定義）。「ひきこもり」は、単一の疾患や障害の

概念ではなく、様々な要因が背景になって生じる。 

ファミリーサポートセンター 

‥‥‥‥‥‥育児の援助を受けたい方（利用会員）と、育児の援助をしたい方（子育

てサポーター・協力会員）を会員として組織化した、会員相互の有償の

援助活動。地域の子育て支援を図る市の事業。平成 18 年度から令和３年

度まで市より受託。令和４年度からは市内児童館の指定管理者「シダッ

クス大新東ヒューマンサービス(株)」が受託。（児童福祉法） 

福祉活動基金 ‥‥‥‥‥ 市民から社協（善意銀行）に寄せられた寄付金等を積み立て、その原資

や果実を活用して、福祉教育事業に取り組む市内小、中、高等学校に対し

て活動費用の一部を助成する、神栖市社協の基金の名称。（神栖市社会福

祉協議会福祉活動基金設置要項） 

ブラッシュアップ ‥‥‥ あるものを洗練させ、完成度を高めること。 

フレキシブル ‥‥‥‥‥「柔軟な」「弾力的な」「状況に合わせて自由に変化できる」といった意

味。 

ふれあいのまちづくり事業 

 ‥‥‥‥‥‥ 地域において様々な人々が交流し、助け合うとともに、関係機関や社会

資源が有機的に連携することにより、高齢者、障害者、児童・青少年等

に対し、地域に即した創意と工夫を行った福祉サービスを提供するとと

もに、それらを永続的かつ自主的に提供する体制の整備を図る事業。国

県補助事業として神栖市社協は平成７年度から５年間の指定を受けた。 

法人後見‥‥‥‥‥‥‥‥成年後見人等の役割を個人的に行うのではなく、法人が担うこと。 

放課後等デイサービス ‥ 学校に就学している障害児を対象に、放課後や長期休暇などの際に生活

能力の向上や自立を促進するための支援を行う福祉サービス。（児童福祉

法） 

保護司会 ‥‥‥‥‥‥‥ 犯罪や非行をした人の更生や犯罪の予防を目的として活動する団体。保

護司は、犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボランティ

ア。保護司法に基づき法務大臣から委嘱された非常勤の国家公務員とされ

ているが、給与は支給されない。（保護司法） 

ボランタリー ‥‥‥‥‥ 自発的であり、創造性豊かに見返りを求めず、社会に貢献する考え方。 

 

マ行 
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ミスマッチ ‥‥‥‥‥‥ 当人の個性と仕事内容に隔たりが生じてしまうこと。本人の能力に対し

て困難な仕事を与えてしまう、または高いレベルの業務をしたいのに簡単

な仕事しか与えられないなど、業務の調整に際して生じてしまう不一致。 

民間非営利組織 ‥‥‥‥ 住民を主体とした、参加者の発意により活動する組織。広義では社会福

祉法人や社団法人、財団法人、労働組合なども含まれる。 

民児協 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 民生委員児童委員協議会の略称。すべての民生委員・児童委員は、市町

村の一定区域ごとに設置される民児協に所属し活動をしている。近年で

は、社会的孤立の問題が顕在化していることから、地域における見守り活

動の強化に多くの民児協が取り組んでいる。 

民生委員 ‥‥‥‥‥‥‥ 厚生労働大臣から委嘱された非常勤の地方公務員で、無報酬で活動す

る。また民生委員は児童福祉法に定める児童委員を兼ねる。自らも地域住

民の一員として、担当する区域において、住民の生活上のさまざまな相談

に応じ、行政をはじめ適切な支援やサービスへの「つなぎ役」としての役

割を果たすとともに、高齢者や障害者世帯の見守りや安否確認などにも重

要な役割を果たす。（民生委員法） 

無料低額診療制度 ‥‥‥ 生計困難者が経済的な理由により必要な医療を受ける機会を制限される

ことのないよう無料または低額な料金で診療を行う制度。神栖市では白十

字総合病院、神栖済生会病院、済生会土合クリニックで実施。（社会福祉

法） 

目的別コミュニティ ‥‥ 同じ目的や志しを持つメンバーによって構成される団体・グループ。 

もったいないを橋渡しプロジェクト 

       ‥‥‥‥‥ （本会事業）食品ロス削減の取り組み。市民や企業・団体が気軽に「食

品寄付」を行える環境を整え、寄付食品がこれまで以上にスムーズに有効

活用されるよう市内社会福祉施設やボランティア団体に事前登録をしてい

ただき、社協が橋渡しをする神栖市社協の仕組み。令和４年度から事業開

始。 

モラル ‥‥‥‥‥‥‥‥ 道徳、倫理のこと。人の良心に従った善良な行動を起こすために守るべ

き基準を意味する言葉。 

 

ラ行 

労働者派遣事業 ‥‥‥‥ 雇用事業の一つ。派遣元となる人材派遣会社に登録している者を、派遣

先（取引先）となる事業所へ派遣して、かつ派遣先担当者の指揮命令のも

とで労働サービスを提供。本会では、平成 26 年度から事業開始。 
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（削除したもの） 

アウトリーチ ‥‥‥‥‥ コミュニティソ－シャルワーカー（ＣＳＷ）等の支援者が、相談者等の

ところへ直接的に出向いて、心理的なケアとともに必要とされる支援に取

り組むこと。 

こども食堂 ‥‥‥‥‥‥ 地域の NPO やボランティアが、こどもやその親、地域の人々に対し、無

料または安価で栄養のある食事や温かな団らんを提供する場のこと。 

生活福祉資金(特例貸付)のフォローアップ 

‥‥‥‥‥‥ 生活福祉資金特例貸付の借受人への支援は、貸付機関である県社協と、借

受人との関係が深いと考えられる市社協が、県社協や自立相談支援機関

と密に連携をとり、地域の実情に応じた連携体制を構築して市社協で

も、償還に関する相談、償還免除、猶予申請手続の支援、償還猶予の意

見書の提出などの支援を実施する。 

生活福祉資金貸付制度 ‥ 低所得者や高齢者、障害者の生活を経済的に支えるとともに、その在宅

福祉及び社会参加の促進を図ることを目的とした貸付制度。都道府県社会

福祉協議会を実施主体とし市町村社会福祉協議会が窓口となって実施。令

和２年３月 25 日から令和４年９月 30 日まで、新型コロナウイルス感染

症の影響を受け、休業等による収入の減少があり緊急かつ一時的な生計維

持のための貸付を必要とする世帯に対象を拡大して、緊急小口資金と総合

支援資金の特例貸付が実施された。（厚生労働省発社援 0728 第 9 号を根

拠とする「生活福祉資金制度要綱・生活福祉資金運営要綱」） 

 

コミュニティソーシャルワーク 

‥‥‥‥‥‥地域社会福祉援助技術。コミュニティに焦点をあてたソーシャルワーク

業務の進め方。支援を必要とする人々の生活圏や人間関係などの環境面

を重視した援助。その援助を行う人をコミュニティーソーシャルワーカ

ー（ＣＳＷ）という。 
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